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情報革命で人々を幸せに
～技術の力で、未来をつくる～



株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。ここに第36期定時株主
総会の招集に際し、皆様にご通知申し上げます。

2023年度は第4次中期経営計画の2年目となり、引き続き当社が掲げる重点テーマに沿って、
お客様のDX推進に取り組んでまいりました。

通信領域では、2022年度から利益率向上に向けた取り組みを開始しており、2023年度は高
付加価値案件やオフショア活用の取り組みが着実に成果を上げ、利益率の継続的な向上を実現し
ています。エンタープライズ領域では、注力しているマネージドセキュリティサービス（MSS）が
堅調に推移しており、MSSの売上高は前期比1.5倍に成長しました。また昨今話題になっている
生成AIについて、自社導入や研究開発、お客様との共同の実証実験を重ね、生成AIを活用した自
社サービスを開発しました。公共領域においては、これまで農林水産省で取り組んできたデジタ
ル地図や電子申請案件の実績を活かし、デジタル庁や国土交通省へと案件が拡大しております。

この結果、当期は売上高及び営業利益は減収増益となり、期中に行われたフォントワークス㈱の
株式等譲渡により純利益は過去最高となっております。

株主の皆様におかれましては、変わらぬご理解、ご支援を賜りますよう、引き続きよろしく
お願い申し上げます。

代表取締役社長 CEO

株主の皆様へ
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証券コード 4726
2024年５月31日

（電子提供措置の開始日 2024年５月23日）
株 主 各 位 東京都新宿区新宿六丁目27番30号

Ｓ Ｂ テ ク ノ ロ ジ ー 株 式 会 社
代表取締役社長CEO 阿 多 親 市

第36期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第36期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し

上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下

記ウェブサイトに「第36期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲
載しております。

当社ウェブサイト
https://www.softbanktech.co.jp/corp/ir/event/shareholders/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

東京証券取引所ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索
し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

当日のご出席に代えて、インターネット又は書面により議決権を行使することが
できますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2024年６月14日
（金曜日）午後５時45分までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げ
ます。
なお、株主総会ご出席株主様へのお土産はご用意しておりません。何卒ご理解く

ださいますようお願い申し上げます。
敬具
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記

１ 日 時 2024年６月17日（月曜日）午前10時（午前９時30分開場）

２ 場 所 東京都新宿区新宿六丁目27番30号
新宿イーストサイドスクエア17階 当社会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３ 目的事項
報告事項 1. 第36期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第36期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項 第１号議案剰余金の処分の件
第２号議案取締役９名選任の件
第３号議案監査役４名選任の件

以上

◎ 当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申し上げます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲
載いたします。

◎ 書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第16条の規
定に基づき、下記の事項を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作
成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。
事業報告………業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
連結計算書類…連結株主資本等変動計算書、連結注記表
計算書類………株主資本等変動計算書、個別注記表

◎ 書面交付請求をされていない株主様には、法令で定める事項に加えて、株主総会参考書
類をご送付しております。

◎ 本株主総会の運営に変更等が生じた場合は当社ウェブサイトに掲載いたします。
https://www.softbanktech.co.jp/



議決権行使についてのご案内
議決権は、株主様が当社の経営にご参加いただくための大切な権利です。議決権の行使方法は、以下の方法がござい

ます。株主総会参考書類をご参照のうえ、ご行使くださいますようお願い申し上げます。

こちらを切り取ってご返送ください。

当日ご出席の場合は、事前の行使内容を撤回されたものとして取り扱いますので、予めご留意ください。

スマート行使に必要な「ＱＲコード」が記載されています。インターネットによる行使に必要な「議決権行使コード」「パスワード」は裏面に記載されています。

議決権行使書用紙のご記入方法 こちらに、各議案の賛否をご記入ください。

第１～３号議案

賛成の場合 ▶「賛」の欄に○印
否認する場合 ▶「否」の欄に○印
※�第２号議案及び第３号議案の賛否をご表示の際、一部の候
補者につき異なる意思を表示される場合は、当該候補者の
番号をご記入ください。

なお、賛否を表示せずに提出された場合は、「賛」の表示
があったものとして取り扱います。

６月17日（月曜日）
午前10時

株主総会開催日時

同封の議決権行使書用紙をご
持参いただき、会場受付にご
提出ください。

株主総会に出席

６月14日（金曜日）
午後５時45分到着

行使期限 行使期限

６月14日（金曜日）
午後５時45分まで

▶ 詳細は次頁をご確認ください。

同封の議決権行使書用紙に各
議案に関する賛否をご表示の
うえご返送ください。

議決権行使書用紙を郵送 インターネットによる行使

当社指定の議決権行使ウェブ
サイトにて各議案に対する賛
否をご入力ください。
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QRコードを読み取る方法「スマート行使」

インターネットによる議決権行使のご案内

お問い合わせ先について インターネットによる議決権行使で、パソコンの操作方法等がご不明の場合は、下記にお問い合わせください。

● パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされてしまった場合、画面の案内に従ってお手続きください。
● 書面とインターネットにより二重に議決権を行使された場合は、インターネットによる行使を有効な行使としてお取り扱いいたします。
● インターネットで複数回議決権を行使された場合は、最後の行使を有効な行使としてお取り扱いいたします。

【ご参考】
機関投資家の皆様につきましては、株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

みずほ信託銀行 証券代行部
インターネットヘルプダイヤル

　 0120-768-524（受付時間 9：00～21：00 年末年始を除く）

議決権行使コード・パスワードを入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決
権行使ウェブサイトにログインすることができます。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC
向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙右片の裏面に記
載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※ QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

1. 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

4. 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

2. 議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

3. 議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

「次へすすむ」を
クリック

「次へ」を
クリック

「登録」を
クリック

「パスワード」を入力「パスワード」を入力

2.2. 以降は画面の以降は画面の
案内に従って賛否を案内に従って賛否を
ご入力ください。ご入力ください。

1.1. 議決権行使書用紙右下に記載の議決権行使書用紙右下に記載の
QRコードを読み取ってください。QRコードを読み取ってください。

「議決権行使コード」
を入力

6
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第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への利益の還元を重要な経営方針の一つと位置付けており、企業体質の強
化を図りながら、持続的な企業価値の向上に努めております。株主の皆様への利益の還元策とし
ましては、配当による成果の配分を基本に考え、毎期の連結業績、投資計画、手元資金の状況等
を総合的に勘案しながら、安定的かつ継続的に配当を実施する方針です。また、当社は、中間配
当及び期末配当の年２回の剰余金の配当を実施する方針です。
上記の基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、当期の堅調な業績に応じた利益還

元を勘案いたしまして、2024年１月31日に公表した配当予想の修正（増配）に関するお知らせ
のとおり、当初の配当予想に比べ１株当たり10円増配し、以下のとおりといたしたいと存じま
す。
なお、先に実施しました中間配当（１株当たり30円）とあわせた年間配当は、１株当たり

70円となり、前期に比べ１株当たり10円の増配となります。

１ 配当財産の種類

金銭

２ 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株当たり40円

総額 796,069,320円

３ 剰余金の配当が効力を生じる日

2024年６月18日
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第２号議案 取締役９名選任の件

取締役全員９名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役９名
の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案が原案どおり承認された場合、当社の取締
役の過半数が独立役員となります。
取締役候補者は次のとおりです。

候補者番号 氏 名 現在の当社における地位・担当

1
あ た しん いち

阿多 親市 再 任 代表取締役
社長執行役員 兼 CEO

2
さ とう みつ ひろ

佐藤 光浩 再 任
取締役
副社長執行役員 兼 CSO
兼 事業統括

3
おか ざき まさ あき

岡崎 正明 再 任
取締役
常務執行役員 兼 CFO
兼 管理統括

4
ふじ なが くに ひろ

藤長 国浩 再 任 取締役

5
すず き しげ お

鈴木 茂男 再 任 社外取締役 独立役員 取締役

6
むな かた よし え

宗像 義恵 再 任 社外取締役 独立役員 取締役

７
とみ なが ゆ か り

富永 由加里 再 任 社外取締役 独立役員 取締役

８
みや がわ ゆ か

宮川 由香 再 任 社外取締役 独立役員 取締役

９
さわ まどか

澤 円 再 任 社外取締役 独立役員 取締役
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１.
あ た しん いち

阿多 親市（1958年９月28日生） 再 任
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1998年１月マイクロソフト㈱（現日本マイクロソフト㈱）

常務取締役
2000年５月同社代表取締役社長

2003年８月ソフトバンクBB㈱（現ソフトバンク㈱）常務取
締役

2005年６月ビートラステッド・ジャパン㈱（現サイバート
ラスト㈱）代表取締役社長 兼 CEO

2006年４月ボーダフォン㈱（現ソフトバンク㈱）専務執行
役 情報システム・CS統括本部長

2006年６月日本テレコム㈱（現ソフトバンク㈱）取締役

2007年６月ソフトバンクテレコム㈱（現ソフトバンク㈱）
専務執行役員 兼 CISO 情報システム・CS統括

2007年６月ソフトバンクBB㈱（現ソフトバンク㈱）取締役
専務執行役員 兼 CISO 情報システム・CS統括

2010年６月ソフトバンクモバイル㈱（現ソフトバンク㈱）
取締役専務執行役員兼 CISO 情報システム・
CS統括

2012年４月当社最高経営責任者（CEO）執行役員（現任）

2012年６月当社代表取締役社長（現任）

2012年６月サイバートラスト㈱ 取締役会長

2013年６月フォントワークス㈱ 取締役

2014年８月ミラクル・リナックス㈱（現サイバートラスト
㈱）取締役

2015年７月アソラテック㈱ 取締役（現任）

2016年６月フォントワークス㈱ 代表取締役社長

2017年10月サイバートラスト㈱ 代表取締役社長

2018年４月同社取締役会長

所有する当社株式の数
58,600株

取締役候補者
とした理由

阿多親市氏は、2012年以降当社の代表取締役社長として、強いリーダーシップにより当社及び当社グループ
企業全社を牽引しております。長年にわたる経営者としての豊富な経験に基づき、当社及び当社グループの経
営戦略を描き、実行推進し、持続的な企業価値の向上を図っております。ソフトバンクグループ内におけるICT
サービス事業を担う会社としての確固たるポジションの確立と、サービスプロバイダーへの進化の促進や収益
性の向上といった経営課題の改善と改革を主導し、当社及び当社グループの更なる成長及び長期ビジョンの実
現に向けた牽引者として適切な人材と判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

２.
さ とう みつ ひろ

佐藤 光浩（1962年９月16日生） 再 任
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1986年４月アベソフトウェア㈱（現アベイズム㈱）入社

1991年１月ソフトバンク㈱（現ソフトバンクグループ㈱）
入社

1998年８月当社入社

2000年12月当社執行役員

2009年10月当社執行役員 Webビジネスサービス事業部長

2010年６月当社取締役（現任）

2012年５月M-SOLUTIONS㈱ 代表取締役社長

2012年６月当社執行役員 兼 CTO 兼 CISO
兼 Research & Business Development 推 進
本部長

2013年６月フォントワークス㈱ 取締役

2014年３月サイバートラスト㈱ 取締役

2015年10月当社常務執行役員 兼 CSO 兼 技術統括 兼
PMパートナー本部長

2016年６月ミラクル・リナックス㈱（現サイバートラスト
㈱）取締役

2016年12月㈱環 代表取締役社長

2018年４月当社副社長執行役員 兼 CSO 兼 技術統括

2019年４月当社副社長執行役員 兼 CSO

2019年６月M-SOLUTIONS㈱ 取締役

2020年７月㈱電縁 取締役（現任）

2021年４月アイ・オーシステムインテグレーション㈱ 取
締役

2021年６月㈱環 取締役（現任）

2022年４月当社副社長執行役員 兼 CSO 兼 事業統括（現
任）

所有する当社株式の数
23,100株

取締役候補者
とした理由

佐藤光浩氏は、長年にわたり当社の技術部門を統括し、プロジェクト管理体制の強化による品質向上や最先端
のICT技術を活用した独自サービス等の付加価値の高いサービスによる事業の強化・拡大を牽引しております。
副社長という立場に加え事業統括責任者という役割も担うことで、当社事業の成長や競争力強化に向けて品
質・生産性の向上を力強く牽引し、当社及び当社グループの更なる企業価値向上の実現のために適切な人材と
判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。
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３.
おか ざき まさ あき

岡崎 正明（1965年11月29日生） 再 任
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1989年４月花王㈱入社

1994年７月リョービ㈱入社

2002年７月マツダ㈱入社

2003年12月ソフトバンクBB㈱（現ソフトバンク㈱）入社

2004年６月同社 管理部門統括 経理部長

2008年４月ソフトバンクモバイル㈱（現ソフトバンク㈱）
財務統括 経営企画本部 コストマネジメント部長

2011年４月同社 財務統括 経営企画本部副本部長

2013年５月同社 財務統括 経営管理本部長

2016年４月日本電産㈱（現ニデック㈱）入社 顧問
日本電産トーソク㈱（現ニデックパワートレイン
システムズ㈱）出向
常務執行役員 最高財務責任者 兼 管理本部長

2016年６月日本電産トーソク㈱（現ニデックパワートレイン
システムズ㈱）
取締役 常務執行役員 最高財務責任者 兼 管理本
部長

2017年１月日本電産㈱（現ニデック㈱） 執行役員 車載事
業本部 最高財務責任者

2018年６月同社 常務執行役員 最高財務責任者補佐 兼 経
理部・財務部担当

2018年11月同社 常務執行役員 家電産業事業本部副本部長

2020年３月同社 常務執行役員 最高購買責任者 兼 グロー
バル購買統括本部長

2020年８月マクニカ・富士エレホールディングス㈱（現マ
クニカホールディングス㈱） 入社
フィナンシャル本部長

2021年１月当社 入社 社長特別補佐

2021年４月当社常務執行役員 兼 CFO

2021年６月当社取締役（現任）

2021年８月㈱電縁 取締役（現任）

2021年８月フォントワークス㈱ 取締役

2022年４月当社常務執行役員 兼 CFO 兼 管理統括（現任）

2022年６月リデン㈱ 取締役（現任）

2022年６月M-SOLUTIONS㈱ 取締役（現任）

所有する当社株式の数
4,300株

取締役候補者
とした理由

岡崎正明氏は、長年にわたり財務経理部門における要職を歴任しており、経営計画及び投資判断を含む経営管
理領域の責任者としてリードした経験を有しております。また財務及び経理の幅広い知見に加え、事業・経営
企画面でその豊富な業務執行経験と幅広い見識を有しております。引き続き、当社の最高財務責任者の任を担
うとともに、管理統括としてサステナビリティ経営や人的資本経営を推進し、当社及び当社グループの更なる
企業価値向上実現のために適切な人材と判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

４.
ふじ なが くに ひろ

藤長 国浩（1970年９月26日生） 再 任
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1994年５月エイチ・アール・オーサカ㈱（現㈱ホライズン・

ホテルズ）入社
2000年10月ソフトバンクネットワークス㈱（現ソフトバンク

㈱）入社
2006年４月日本テレコム㈱（現ソフトバンク㈱）出向

事業統括 インターネット・データ事業本部 エン
ゲージメントマネジメント本部 ＥＭ第１部 部長

2010年５月同社 営業統括 法人第二営業本部 第一営業統括
部 統括部長

2014年５月同社 営業･事業統括 法人第二営業本部 副本部長

2015年４月ソフトバンクモバイル㈱（現ソフトバンク㈱）法
人事業統括 法人第二営業本部 本部長代行

2015年７月ソフトバンク㈱ 執行役員 法人事業統括 法人第
二営業本部 本部長

2016年４月同社 執行役員 法人事業統括 法人事業戦略本部
本部長

2016年９月 SBI FinTech Incubation㈱ 取締役

2018年７月ソフトバンク㈱ 常務執行役員 法人事業統括 法
人事業戦略本部 本部長

2018年７月インキュデータ㈱ 社外取締役（現任）

2019年６月㈱オファーズ 取締役

2020年３月Cinarra Systems, Inc. 社外取締役（現任）

2020年４月ソフトバンク㈱ 常務執行役員 法人事業統括 事
業戦略、マーケティング担当

2020年６月エアトラスト㈱ 社外取締役（現任）

2021年４月ソフトバンク㈱ 常務執行役員 法人事業統括副
統括

2023年６月当社取締役（現任）

2023年６月ソフトバンク㈱ 専務執行役員 法人事業統括付
（エンタープライズ営業／デジタルマーケティン
グ／カスタマーケア担当）

2024年４月同社 専務執行役員 法人副統括（現任）

所有する当社株式の数
一株

取締役候補者
とした理由

藤長国浩氏は、国内ソフトバンクグループ関連会社の取締役も歴任され、法人ビジネス領域における豊富な業
務執行経験とITに関する幅広い見識を有し、現在は親会社であるソフトバンク㈱の法人ビジネス部門の副責任
者を務めております。当社グループの法人ビジネス領域の更なる成長に向け有益な助言をいただくとともに、
ソフトバンクグループとの相互シナジー強化を図るための適切な人材と判断し、引き続き取締役としての選任
をお願いするものであります。
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５.
すず き しげ お

鈴木 茂男（1954年７月29日生） 社外取締役 独立役員 再 任
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1979年４月DXアンテナ㈱入社

1990年９月㈱神戸製鋼所 入社
新分野事業本部 情報エレクトロニクス本部

1994年１月コベルコシステム㈱出向
ネットワーク事業本部部長代理

2001年１月ソフトバンク・コマース㈱（現SB C&S㈱）入
社 アリバ事業部執行役員

2003年１月ソフトバンクBB㈱（現SB C&S㈱）転籍
流通事業本部副本部長

2005年４月ネクストコム㈱（現三井情報㈱）入社
第六事業本部長

2006年６月同社取締役 常務執行役員 営業部門統括

2012年４月三井情報㈱ 取締役常務執行役員 事業管掌

2015年４月同社取締役 常務執行役員 管掌（ビジネスアラ
イアンス部、商社・不動産営業本部、金融営業
本部、通信・産業営業本部、次世代コミュニケ
ーション事業本部）先端技術センター長

2016年６月当社取締役（現任）

所有する当社株式の数
一株

社外取締役候補者
とした理由及び
期待される役割

鈴木茂男氏は、企業運営の豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の経営を監督していただくととも
に取締役の指名・報酬などを審議する指名・報酬諮問会議に出席し、独立した客観的立場から会社の業績
等の評価を報酬に反映させるなど経営陣の監督に務めています。同氏からIT業界に関する幅広い経験及び
見識による助言をいただくことにより業務執行の監督機能の強化を図り、事業運営に対して豊富な知見に
基づく有益な助言をいただくため、引き続き独立社外取締役としての選任をお願いするものであります。
なお同氏は、当社の兄弟会社であるソフトバンクBB㈱（現SB C&S㈱）において2005年まで業務を執行
しておりましたが、出身会社を退職してから10年以上が経過し、またその間独立した活動を行っており、
出身会社の意向に影響される立場にないと判断しております。その他にも、同氏について、当社との間で
独立性が疑われるような属性等はなく、一般株主と利益相反の生じるおそれはないものと判断しておりま
す。

６.
むな かた よし え

宗像 義恵（1958年６月20日生） 社外取締役 独立役員 再 任
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1981年４月大日本印刷㈱入社

1983年12月インテルジャパン（現インテル㈱）入社

1999年２月同社コミュニケーション製品事業本部長

2001年４月同社社長室長 経営企画・政府渉外担当

2004年２月同社事業開発本部長

2009年４月同社取締役副社長

2016年10月ビーグローブ㈱設立 代表取締役（現任）

2017年６月当社取締役（現任）

2018年６月武蔵精密工業㈱ 社外取締役（現任）

2018年11月㈱ウフル 社外取締役監査等委員

2018年12月㈱日本スウェーデン福祉研究所（現(一社)日本
スウェーデン福祉研究所）社外取締役

所有する当社株式の数
一株

社外取締役候補者
とした理由及び
期待される役割

宗像義恵氏は、企業運営の豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社の経営を監督していただくととも
に取締役の指名・報酬などを審議する指名・報酬諮問会議に出席し独立した客観的立場から会社の業績等
の評価を報酬に反映させるなど、経営陣の監督に務めています。同氏からDXソリューションに必要な半導
体デバイスに関する幅広い知見と、当社がサービスプロバイダーとして成長していくために必要な事業戦
略やマーケティング戦略について知見を提供いただくことにより、業務執行の監督機能の強化と事業運営
に関する有益な助言をいただくため適切な人材と判断し、引き続き独立社外取締役としての選任をお願い
するものであります。
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７.
とみ なが ゆ か り

富永 由加里（1958年４月19日生） 社外取締役 独立役員 再 任
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1981年４月日立コンピュータコンサルタント㈱（現 ㈱日立

ソリューションズ）入社
2010年10月同社 理事 産業・流通システム事業本部 第一産

業・流通システム事業部 アプリケーションシス
テム本部長

2011年４月同社 執行役員 産業・流通システム事業本部 流
通ソリューション事業部 副事業部長

2012年４月同社 執行役員 産業・流通システム事業本部 流
通ソリューション事業部長

2013年４月同社 執行役員 金融システム事業本部 金融シス
テム事業部長

2014年４月同社 常務執行役員 金融システム事業本部長 兼
グループ経営基盤強化本部員

2015年４月同社 常務執行役員 社会イノベーション推進本
部長 兼 営業統括本部 副統括本部長

2015年10月同社 常務執行役員 （分掌：社会イノベーショ
ンシステム事業担当）

2016年10月同社 常務執行役員 品質保証統括本部長

2019年４月同社 社長付 （チーフ・ダイバーシティ・オフ
ィサーCDO）

2020年４月同社 本部員

2020年６月森永乳業㈱ 社外取締役（現任）

2021年６月㈱ヤシマキザイ 社外取締役

2021年７月当社 顧問

2022年６月当社取締役（現任）

2022年６月富士電機㈱ 社外取締役（現任）
所有する当社株式の数
一株

社外取締役候補者
とした理由及び
期待される役割

富永由加里氏は、エンジニア出身としての経験や企業運営の豊富な経験、それらを兼ね備えた幅広い見識
を有しております。前職にてチーフ・ダイバーシティ・オフィサーとしても活躍された経験から女性活躍
を含めた多様性の実現やサステナビリティ対応も含めて、当社の経営を監督していただくとともに、取締
役の指名・報酬などを審議する指名・報酬諮問会議に出席し、独立した客観的立場から会社の業績等の評
価を報酬に反映させるなど経営陣の監督に務めています。業務執行の監督機能の強化と事業運営に関する
有益な助言をいただくため適切な人材と判断し、引き続き独立社外取締役としての選任をお願いするもの
であります。

８.
みや がわ ゆ か

宮川 由香（1962年10月10日生） 社外取締役 独立役員 再 任
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1985年４月沖電気工業㈱入社

2001年11月同社米国子会社、Oki Network Technologies
出向

2003年４月沖電気工業㈱ eキャリアビジネス本部営業第3
部部長

2005年４月同社 通信キャリアソリューション本部 副本部
長

2008年４月同社 キャリア営業本部営業統括部長

2014年４月同社 統合営業本部キャリア営業本部長

2017年４月同社 執行役員 統合営業本部第二営業本部長

2020年４月同社 常務執行役員 コンポーネント＆プラット
フォーム事業本部ビジネスコラボレーション推
進本部長

2021年４月OKIクロステック㈱ 取締役常務執行役員

2021年７月当社 顧問

2022年６月当社取締役（現任）

所有する当社株式の数
一株

社外取締役候補者
とした理由及び
期待される役割

宮川由香氏は、IT業界におけるセールス・マーケティング職としての経験と企業運営の豊富な経験、それ
らを兼ね備えた幅広い見識を有しております。職場での多様性受け入れの必要性に関するセミナー実施等
でも活躍されており、女性活躍を含めた多様性の実現やサステナビリティ対応も含めて、当社の経営を監
督していただくとともに、業務執行の監督機能の強化と事業運営に関する有益な助言をいただくため適切
な人材と判断し、引き続き独立社外取締役としての選任をお願いするものであります。
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９.
さわ まどか

澤 円 （1969年５月10日生） 社外取締役 独立役員 再 任
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1993年４月第一生命情報サービス㈱（現第一生命テクノク

ロス㈱）入社
1997年９月マイクロソフト㈱（現日本マイクロソフト㈱）

入社
2011年７月同社 マイクロソフトテクノロジーセンター セ

ンター長
2014年３月同社 マイクロソフトテクノロジーセンター セ

ンター長 兼 サイバークライムセンター日本サ
テライト 責任者

2019年７月同社 業務執行役員

2019年10月㈱圓窓 代表取締役（現任）

2021年２月㈱日立製作所 Lumada Innovation Evangelist
（現任）

2021年３月㈱デジタルシフト（現㈱オプト） 顧問

2021年３月㈱ジェイエイシーリクルートメント アドバイザ
ー（現任）

2021年９月鹿島建設㈱ 顧問（現任）

2022年１月当社 顧問

2022年２月ユームテクノロジージャパン㈱ 顧問

2022年４月武蔵野大学 専任教員（教授、現任）

2022年６月当社取締役（現任）

2023年５月 (一社)生成AI活用普及協会 理事（現任）

2023年10月コクー㈱ 顧問（現任）
所有する当社株式の数
一株

社外取締役候補者
とした理由及び
期待される役割

澤円氏は、エンジニア職を起点とし、グローバルIT企業において経営全般を経験されたのち、最近ではセ
キュリティ・アドバイザー、エンジニアのマネジメント、人材育成と多岐にわたる知見を踏まえて企業顧
問として活動されるなど幅広い見識を有しております。世界のIT領域における最新動向やそれを日本国内
にローカライズするに際しての幅広い見識や予測も踏まえて当社の経営を監督していただくとともに、業
務執行の監督機能の強化と事業運営に関する有益な助言をいただくため適切な人材と判断し、引き続き独
立社外取締役としての選任をお願いするものであります。

（注）1． 各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
2． 候補者岡崎正明氏は、過去10年間において、当社の親会社であるソフトバンク㈱の業務執行者であり、その地位及び担当は

略歴欄に記載のとおりです。
3． 候補者藤長国浩氏は、現在当社の親会社であるソフトバンク㈱の業務執行者であり、過去10年間においても同社の業務執行

者でありました。なお、同氏の同社における現在及び過去10年間の地位及び担当は略歴欄に記載のとおりです。
4． 候補者鈴木茂男氏、宗像義恵氏、富永由加里氏、宮川由香氏及び澤円氏は社外取締役候補者です。
5． 候補者鈴木茂男氏、宗像義恵氏、富永由加里氏、宮川由香氏及び澤円氏は、当社が定める社外独立性基準を満たしておりま

す。当社は、鈴木茂男氏、宗像義恵氏、富永由加里氏、宮川由香氏及び澤円氏を、㈱東京証券取引所が指定を義務付ける一
般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として届け出ており、各氏の再任が承認された場合は、引き続き独立役員
とする予定です。
※当社の社外独立性基準につきましては、以下のウェブサイトよりご確認ください。
https://www.softbanktech.co.jp/-/media/SMC/corp/ir/management/governance/pdf/20151125_shagai_2020.pdf

6． 当社は、適切な人材の招聘を容易にし、期待される役割を十分発揮できるようにするため、定款第29条第２項において、業
務執行取締役等でない取締役との間で損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めております。これにより、藤長国
浩氏、鈴木茂男氏、宗像義恵氏、富永由加里氏、宮川由香氏及び澤円氏については、当社との間で責任限定契約を締結して
おり、再任をご承認いただいた場合、上記責任限定契約を継続する予定です。
ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、定款第29条第２項ただし書きに基づき、1,000万円又は法令が規定す
る最低責任限度額のいずれか高い額とするものです。

7． 社外取締役候補者が当社社外取締役に就任してからの年数
(1)候補者鈴木茂男氏は、現在当社の社外取締役であり、在任期間は本定時株主総会の終結の時をもって８年となります。
(2)候補者宗像義恵氏は、現在当社の社外取締役であり、在任期間は本定時株主総会の終結の時をもって７年となります。
(3)候補者富永由加里氏、宮川由香氏及び澤円氏は、現在当社の社外取締役であり、在任期間は本定時株主総会の終結の時を

もって２年となります。
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第３号議案 監査役４名選任の件

監査役全員４名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役４名
の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案の提出にあたってはあらかじめ監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりです。

候補者番号 氏 名 現在の当社における地位

1
うえ の みつ まさ

上野 光正 再 任 社外監査役 独立役員 常勤監査役

2
なか の みち あき

中野 通明 再 任 社外監査役 独立役員 監査役

3
むろ はし よう じ

室橋 陽二 新 任 社外監査役 独立役員

4
ない とう たか し

内藤 隆志 再 任 監査役
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１.
うえ の みつ まさ

上野 光正（1952年11月９日生） 社外監査役 独立役員 再 任

略歴、地位及び重要な兼職の状況
1978年10月 昭和監査法人（現EY新日本有限

責任監査法人）入社
1982年１月 公認会計士登録
1985年８月 KPMGアムステルダム事務所 出

向駐在
1989年10月 アーンスト・アンド・ヤング サ

ンフランシスコ事務所 出向駐在
2002年５月 新日本監査法人（現EY新日本有

限責任監査法人）社員
2008年10月 新日本有限責任監査法人（現EY

新日本有限責任監査法人）常務理
事

2009年７月 アーンストアンドヤング・トラン
ザクション・アドバイザリー・サ
ービス㈱（現EYストラテジー・
アンド・コンサルティング㈱）代
表取締役COO

2015年６月 当社常勤監査役（現任）
2015年６月 ㈱富士通ビー・エス・シー（現

富士通㈱）監査役
2016年２月 特 定 非 営 利 活 動 法 人 国 連

UNHCR協会 監事
2016年２月 ㈱富士通ビー・エス・シー（現

富士通㈱）取締役監査等委員
2020年６月 アルヒ㈱（現SBIアルヒ㈱）社外

監査役（現任）

所有する当社株式の数
一株

社外監査役候補者
とした理由

上野光正氏は、公認会計士として培われた財務及び会計に関する専門的な知見並びに豊富な経験を独立した
立場から当社の監査に反映していただいており、引き続き社外監査役としての選任をお願いするものです。

２.
なか の みち あき

中野 通明（1957年４月27日生） 社外監査役 独立役員 再 任

略歴、地位及び重要な兼職の状況
1982年10月 司法試験合格
1985年４月 弁護士登録（東京弁護士会所属）

千代田国際経営法律事務所所属
1990年５月 Cornell Law School、LL.M.

Program卒業
1990年８月 Powell, Goldstein, Frazer &

Murphy（現 Bryan Cave
Leighton Paisner）所属

1991年４月 Arnall Golden & Gregory所属

1992年12月 岡本・鈴木・高松法律事務所（現
隼あすか法律事務所）所属

1994年１月 岡本・鈴木・高松法律事務所（現
隼あすか法律事務所）パートナー

2002年７月 虎ノ門南法律事務所（現LM虎ノ
門南法律事務所）パートナー（現
任）

2014年６月 当社監査役（現任）

所有する当社株式の数
一株

社外監査役候補者
とした理由

中野通明氏は、弁護士として培われた企業法務に関する専門的な知見及び豊富な経験を独立した立場から当
社の監査に反映していただいており、引き続き社外監査役としての選任をお願いするものです。同氏は、上
記知見及び経験並びに当社におけるこれまでの職務経験から当社の監査役としての職務を適切に遂行いただ
くことができるものと判断しております。
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３.
むろ はし よう じ

室橋 陽二（1965年２月４日生） 社外監査役 独立役員 新 任

略歴、地位及び重要な兼職の状況
1985年10月 太田昭和監査法人（現EY新日本

有限責任監査法人）国際部入所
1989年３月 公認会計士登録
2000年５月 監査法人太田昭和センチュリー

（現EY新日本有限責任監査法人）
社員

2006年７月 新日本監査法人（現EY新日本有
限責任監査法人）代表社員

2008年７月 新日本有限責任監査法人（現EY
新日本有限責任監査法人）社員

2023年７月 室橋公認会計士事務所開設（現
任）

所有する当社株式の数
一株

社外監査役候補者
とした理由

室橋陽二氏は、公認会計士として培われた財務及び会計に関する専門的な知見並びに豊富な経験をもとに独
立した立場から当社の監査に反映いただける適切な人材と判断し、新たに社外監査役としての選任をお願い
するものです。また、同氏が職務を適切に遂行することができるものと判断した理由は、前述の実務経験を
有することや監査法人の社員を務めた経験などを総合的に勘案したためであります。

４.
ない とう たか し

内藤 隆志（1964年５月30日生） 再 任

略歴、地位及び重要な兼職の状況
1989年４月 日本国際通信㈱入社
2005年４月 日本テレコム㈱（現ソフトバンク

㈱）財務本部 事業計画部 部長
2005年10月 同社財務本部 経理部 部長
2007年４月 同社財務本部 経理統括部 統括部

長
2008年４月 同社財務本部 経理統括部 統括部

長 兼 内部統制室 室長
2009年４月 ソフトバンクモバイル㈱、ソフト

バンクBB㈱、ソフトバンクテレ
コム㈱（いずれも現ソフトバンク
㈱、以下総称して「通信三社」）
購買本部 本部長代行

2010年４月 通信三社 購買本部 本部長
2010年７月 ソフトバンクモバイル㈱（現ソフ

トバンク㈱）財務経理本部 本部
長

2010年８月 ㈱ウィルコム（現ソフトバンク
㈱）管財人代理

2012年７月 ソフトバンクモバイル㈱（現ソフ
トバンク㈱）執行役員 財務経理
本部 本部長

2013年７月 ㈱ウィルコム（現ソフトバンク
㈱） 執行役員 兼 CFO 兼 財務
統括 統括担当代行

2014年４月 ソフトバンク㈱（現ソフトバンク
グループ㈱）経営企画、海外シナ
ジー推進統括 経営企画部 部長補佐

2016年６月 SBプレイヤーズ㈱ 監査役（現任）
2018年３月 ソフトバンク㈱ 執行役員 財務統

括 財務経理本部 本部長 兼 財務
統括 上場準備室 室長

2018年６月 当社監査役（現任）
2019年７月 ソフトバンク㈱ 執行役員 財務統

括 財務経理本部 本部長
2021年３月 Aホールディングス㈱監査役（現

任）
2024年４月 ソフトバンク㈱財務統括 CFO補

佐（現任）

所有する当社株式の数
一株

監査役候補者
とした理由

内藤隆志氏は、ソフトバンクグループ各社における業務執行者としての財務経理分野及びグループ経営に関
する専門的な知見及び豊富な経験を有しており、経営全般及びIT業界に精通した的確な監査が期待できるこ
とから、監査業務を適切に遂行できると判断し、引き続き監査役としての選任をお願いするものです。
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（注）1． 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2． 候補者内藤隆志氏は、現在及び過去10年間において、当社の親会社であるソフトバンクグループ㈱及びその子会社（ソフト

バンクモバイル㈱、㈱ウィルコム（以上、現ソフトバンク㈱）、汐留リース㈱、SB Product Group Japan㈱）において業務
を執行しており、当該業務執行者としての地位及び担当は、上記「略歴、地位及び重要な兼職の状況」欄に記載のほか、以
下のとおりです。
汐留リース㈱ 代表取締役（2013年３月～2016年９月）、SB Product Group Japan㈱ 代表取締役（2013年９月～
2015年11月）、同社代表清算人（2015年11月～2016年９月）

3． 候補者上野光正氏、中野通明氏及び室橋陽二氏は、いずれも社外監査役候補者です。
4． 当社は、適切な人材の招聘を容易にし、期待された役割を十分発揮できるよう、定款第37条第２項において、監査役との間

で損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めております。これにより、上野光正氏、中野通明氏及び内藤隆志氏に
ついては、当社との間で責任限定契約を締結しており、再任をご承認いただいた場合、上記責任限定契約を継続する予定で
あります。また、室橋陽二氏とは、選任をご承認いただいた後に、当社との間で上記と同じ責任限定契約を締結する予定で
す。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、定款第37条第２項ただし書きに基づき、100万円又は法令が規定
する最低責任限度額のいずれか高い額とするものです。

5． 当社は、候補者上野光正氏及び中野通明氏を㈱東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのな
い独立役員として届け出ており、両氏の再任が承認された場合は、引き続き独立役員とする予定です。また、室橋陽二氏に
つきましても、独立役員として届け出る予定です。
※当社の社外独立性基準につきましては、以下のウェブサイトよりご確認ください。
https://www.softbanktech.co.jp/-/Media/SMC/corp/ir/management/governance/pdf/20151125_shagai_2020.pdf

6． 候補者上野光正氏及び中野通明氏は、現在当社の社外監査役であり、その就任してからの年数は、本総会終結の時をもって、
それぞれ９年、10年であります。
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(ご参考）
取締役及び監査役スキルマトリックス（本総会において各取締役・監査役候補者が選任され
た場合）

【取締役】

氏名 役職

項目

経営経験 セールス/
マーケティング テクノロジー/DX 財務/会計 法務/ガバナンス

/ダイバシティ

阿多 親市 代表取締役社長 ● ● ●

佐藤 光浩 取締役
副社長執行役員 ● ● ●

岡崎 正明 取締役
常務執行役員 ● ●

藤長 国浩 取締役 ● ●

鈴木 茂男 社外取締役 ● ●

宗像 義恵 社外取締役 ● ●

富永 由加里 社外取締役 ● ●

宮川 由香 社外取締役 ● ●

澤 円 社外取締役 ● ●

【監査役】

氏名 役職

項目

経営経験 セールス/
マーケティング テクノロジー/DX 財務/会計 法務/ガバナンス

/ダイバシティ

上野 光正 常勤社外監査役 ● ●

中野 通明 社外監査役 ●

室橋 陽二 社外監査役 ●

内藤 隆志 監査役 ● ●

（注） 本表において●を付けているものは、各取締役・監査役が有する主なスキルであり、各取締役・監査役が有するすべてのスキル
を表すものではありません。

以上



事業報告（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

19

1 当社グループ（企業集団）の現況

（1）経営成績の概況

トピックス

■ 通信領域の投資抑制やフォントワークス㈱の連結除外により減収、収益性は改善し営業
利益増益

■ フォントワークス㈱の株式等譲渡に伴う費用や売却益を計上し、親会社株主に帰属する
当期純利益は48億円の増益

(百万円／利益率) 第35期 第36期（当期） 増減額 増減率

売上高 67,227 65,704 △1,523 △2.3％

売上総利益 15,194
(22.6%)

15,760
(24.0%)

565
(1.4Pt) 3.7％

販売費及び一般管理費 9,637 10,061 423 4.4％

営業利益 5,557
(8.3%)

5,699
(8.7%)

141
(0.4Pt) 2.6％

経常利益 5,499
(8.2%)

5,473
(8.3%)

△25
(0.1Pt) △0.5％

親会社株主に帰属する
当期純利益

3,497
(5.2%)

8,363
(12.7%)

4,866
(7.5Pt) 139.2％

売上高については、エンタープライズ領域において注力顧客やそのグループ会社へのクラウ
ド構築案件が増加したほか、公共領域において農林水産省が掲げるDX戦略案件が増加しまし
た。一方で、通信領域の投資抑制等の影響により全体では減収となりました。営業利益につい
ては、自社サービスのマネージドセキュリティサービスが順調に進捗したことや自治体情報セ
キュリティクラウドなどの運用案件が増加したことにより増益となり、営業利益率も改善しま
した。
以上の結果、売上高は前期比2.3％減の65,704百万円、営業利益は前期比2.6％増の5,699

百万円、経常利益は前期比0.5％減の5,473百万円となりました。
親会社株主に帰属する当期純利益は、フォントワークス㈱の株式等譲渡の影響により前期比

139.2％増の8,363百万円となり、過去最高となりました。
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65,70467,227

2.3%減

売上高 （百万円）

第36期
（2024.3）

第35期
（2023.3）

3,497

第35期
（2023.3）

139.2%増

親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円）

8,363

第36期
（2024.3）

8.3%
8.7%

第35期
（2023.3）

営業利益・営業利益率 （百万円）

2.6%増

5,6995,557

第36期
（2024.3）

第35期
（2023.3）

売上総利益・売上総利益率 （百万円）

3.7%増

第36期
（2024.3）

22.6%
24.0%

15,76015,194

4.0%

23.8%21.1%

51.1%
エンタープライズ

公共
個人

通信

マーケット別売上高構成比

第36期

65,704百万円
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通信

エンタープライズ

ソフトバンク㈱向けのベンダーマネジメント案件の減少や投資抑制影響により減収となったものの、シ
ステム開発の効率化やベンダーマネジメント案件の売上高構成比が下がったため利益率は改善しました。

● オンプレミス（プライベートクラウド含）

のシステム構築 / 運用保守

● クラウドコンサルティング / 移行支援 /

構築 / 運用

● セキュリティ運用監視サービス 等

● クラウドコンサルティング / 移行支援 /

構築 / 運用 / IT教育サービス、

AI・IoTソリューション

● セキュリティコンサルティング /

導入支援 / 運用監視サービス、

電子認証ソリューション 等

注力顧客やそのグループ会社へのクラウド構築案件が増加したほか、自社サービスのマネー
ジドセキュリティサービスが順調に進捗したことにより増収増益となり利益率も改善しました。

15,630
19,575

10.1 減

売上高 （百万円） 売上総利益・売上総利益率（百万円）

20.1 減% %

第36期
（2024.3）

第36期
（2024.3）

第35期
（2023.3）

第35期
（2023.3）

3,0103,348

17.1%
19.3%

33,595
30,356

8,994
7,925

26.1% 26.8%
売上高 （百万円） 売上総利益・売上総利益率（百万円）

第36期
（2024.3）

第35期
（2023.3）

第36期
（2024.3）

第35期
（2023.3）

10.7 増% 13.5 増%

マーケット別の状況
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公共

個人

● クラウド移行支援 / 構築 / 運用 /

IT教育サービス、

AI・IoTソリューション

● セキュリティコンサルティング /

導入支援 / 運用監視サービス 等

農林水産省が掲げるDX戦略案件の増加により増収増益となりました。また、自治体情報セ
キュリティクラウドなどの運用案件が増加したことにより売上総利益率も改善しました。

ECサイト運営代行における㈱ノートンライフロックとの契約変更の影響、及び当第３四半
期よりフォントワークス㈱が連結から除外されたことにより、減収減益となりました。

13,87813,224

第36期
（2024.3）

第35期
（2023.3）

第36期
（2024.3）

第35期
（2023.3）

売上高 （百万円） 売上総利益・売上総利益率（百万円）

2,132

1,310

4.9 増% 62.8 増%

9.9%

15.4%

4,070

2,598
1,622

2,610

売上高 （百万円） 売上総利益・売上総利益率（百万円）

36.2 減% 37.8 減%

第36期
（2024.3）

第35期
（2023.3）

第36期
（2024.3）

第35期
（2023.3）

64.1% 62.4%● ECサイトの運営代行

● フォントライセンスのEC販売 等
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（2）経営成績等の状況に関する認識及び分析

＜基本方針＞
当社は、ソフトバンクグループにおけるICTサービスの中核企業として、「情報革命で人々を

幸せに～技術の力で、未来をつくる～」を企業理念に掲げ、常に最先端のICT技術取得に挑戦
しております。高品質なITサービスをお客様に提供するため、自らDXを実践し業務効率化や
コスト削減などの改革に取り組んでまいりました。これらの経験を活かし、お客様の本業の成
長をともに実現していくビジネスパートナーを目指しております。当社は、国内のソフトバン
クグループ企業のITシステムを支援するとともに、ソフトバンクグループ各社とシナジーを発
揮しながらお客様が抱えるさまざまな課題をICTサービスで解決することで、豊かな情報化社
会の実現に貢献してまいります。
また、当社グループは持続可能な社会の実現に向け、事業・企業活動を通じてさまざまな社

会課題に取り組んでおり、サステナビリティ活動を推進するためのテーマとして６つのマテリ
アリティ（重要課題）を特定し、マテリアリティの着実な推進を図るための指標として13の
KPIを設定しました。
サステナビリティとマテリアリティの詳細については、当社ウェブサイトをご参照くださ

い。
https://www.softbanktech.co.jp/corp/sustainability/

＜中期経営計画＞
当社グループは、「大きく成長する」ことを経営方針に掲げております。2014年３月期か

ら３年ごとに重点テーマを設定し中期経営計画を策定してまいりました。2023年３月期から
2025年３月期までを第４次中期経営計画と位置付け、「顧客のDXを支援するセキュリティ&
運用サービスの提供（押し上げる力）」「顧客の変革を実現するデータを活用した共創型DXの
推進（引き上げる力）」「DX人材の育成・創出のためのコンサルティング＆IT教育（推進する
力）」の３つを重点テーマに定めて事業を推進しております。
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＜経営環境の認識＞
当期は、世界情勢に対する懸念や海外でのインフレ抑止としての利上げ影響による円安など

によりエネルギー資源や物価の上昇が継続しましたが、国内では経済活動も活発化し、緩やか
ながらも景気は持ち直しの動きが続きました。
そのような中、企業は事業変革に向けデジタル技術を用いたDX推進、働き方の変化に伴う

クラウドや生成AIの利活用促進、サイバー攻撃に対応するためのセキュリティ対策の拡充とい
った取り組みを行ってきました。これにより国内企業におけるDX投資の需要は堅調に推移し
てきました。
特に、生成AIの一種であるChatGPTが注目を浴びる等、コスト削減や業務効率化、新たな働

き方を創造するための最先端技術を活用した動きはさらに活発化しております。当社において
も、社内利用やお客様との共同実証実験を通じて得られたノウハウを反映した回答精度を高め
るコア技術により、さまざまなビジネス用途において業務効率化を目指していきます。
また、セキュリティ対策が脆弱な部分を狙ったサイバー攻撃は依然として増加傾向にあり、

政府は2023年度中に業務委託先の企業に米政府基準のサイバーセキュリティ対策を義務付け
るなど、自社のみならずサプライチェーン全体でのサイバーセキュリティ対策の必要性も顕在
化しています。
当社を含めたICT関連企業は、DX推進とそれに伴うセキュリティ対策の支援を通じて、大き

な社会の変化に対応することが求められています。
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（3）対処すべき課題

＜顧客のDXを支援するセキュリティ&運用サービスの提供（押し上げる力）＞
顧客がDXを推進するためには、ビジネスの状況に応じて対応しやすいクラウドを基盤とし

たITの活用がますます重要になってくると考えております。またクラウドの活用では情報資産
を外部におくことになるためセキュリティ対策も必須になっており、当社はセキュリティ対策
のシステム構築のみならずマネージドセキュリティサービスでの24時間365日の監視運用サ
ービスを提供してきました。当社グループでは、顧客のDXを支援するセキュアなクラウド基
盤を提供するために以下が重要だと考えており、これらを強化することで競争優位性を確立し
ていきます。
①セキュリティ監視とIT運用の一体提供サービス化
大手エンタープライズのお客様を中心に、セキュリティ監視とIT運用を一体で提供してほ

しいというニーズが大きくなってきております。そのニーズに対して個別対応するのではな
く多くのお客様に価値を届けられるようにサービス化してまいります。
②セキュリティサービスの拡充
多くのお客様のニーズにこたえられるようにセキュリティオペレーションセンターの拡充

やマネージドセキュリティサービスで監視できる対象の拡充やAI活用による効率化を図って
まいりました。今後もお客様のセキュリティニーズを捉えて、さまざまな選択肢を提供でき
るようサービスの拡充を図ってまいります。

＜顧客の変革を実現するデータを活用した共創型DXの推進（引き上げる力）＞
当社はお客様の競争力強化につながるIT支援が重要であると考えており、お客様の現場部門

自らがデータ活用を行いDX推進していく環境の提供に取り組んでおります。また、お客様の
DX支援のためには新たなテクノロジーへの挑戦も重要であると考えており、そのために当社
は以下の取り組みを行ってまいります。
①ノーコード・ローコードでのデータ活用によるDX推進支援
DXを推進するため、旧来のベンダーや自社の情報システム部門によるシステム構築から、

現場部門によるノーコード・ローコードによる自走化が潮流となろうとしています。当社で
は農林水産省に対して申請業務の電子化プラットフォームの構築や職員の方々へのIT教育を
提供してまいりました。またそれらの実績をもとにエンタープライズ企業に向けた自走化支
援メニューの開発も行っております。今後は、これらのサービスを起点に顧客のDXをより
支援していけるようなサービス開発に取り組んでまいります。
②新たなテクノロジーへの挑戦
お客様へのDX支援を見据えた新たなテクノロジーへの挑戦を行っていきます。例えば、

生成AIのビジネス活用に向けてお客様との共同実証実験を行っており、その実験結果を踏ま
えて企業や自治体のお客様がセキュアに生成AIを利用できる環境を構築し、サービス化いた
しました。また、その他にもAIやデータ活用に関する研究開発などを積極的に行っており、
今後これらの技術を活用したサービス展開を目指してまいります。
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＜DX人材の育成・創出のためのコンサルティング＆IT教育（推進する力）＞
大きく変化する事業環境の中でDXを継続的に推進するにはITの専門部署だけでなく、自部

門の業務に精通している人材をDX人材として育成していくことが求められています。また当
社のようなICT企業もお客様が要望するサービスを提供するだけでなく、お客様に寄り添い課
題を抽出し解決していくコンサルティング能力も求められてきます。それらのニーズを満たす
ためには、以下のような取り組みが重要であると考えております。
①IT教育サービスの提供
当社はシステムの構築や運用のみならず、お客様自らがデジタル技術を活用できるように

なるためのIT教育サービスの提供をしてまいります。農林水産省の電子申請案件では申請の
プラットフォームを構築の上、職員の方々が自ら申請フォームのアプリケーションが作成で
きるよう職員の方々へ教育トレーニングを実施しました。今後は自治体や企業に向けても展
開してまいります。
②コンサルティングのメニュー化
当社ではコンサルタントの育成が重要だと考え、ビジネスアナリシスを体系的に身に付け

ら れ る BABOK （Business Analysis Body of Knowledge） を ベ ー ス と し た CBAP
（Certified Business Analysis Professional）の資格取得支援を行っております。またコン
サルティングを提供する専門部隊も設置しておりコンサルティングのメニューを提供してお
ります。今後はコンサルティングから当社のサービス導入まで一気通貫で提供できるように
してまいります。

上記の施策を着実に実行していくためには、付加価値の源泉である人財の確保と育成が必要
です。当社はこれまでも社員が活き活きと働くことができる会社作りをしてきており、女性活
躍推進に関する状況が優良である企業が認定される「えるぼし」や仕事と子育ての両立支援に
取り組んでいる企業が認定される「くるみん」などを取得してきました。また、多様な働き方
と挑戦できる環境を実現するために役割等級として「高度エキスパート領域」を新設したこと
が評価され、「第12回日本HRチャレンジ大賞」において奨励賞を受賞しました。
当社は社員の健康管理や健康増進などに対する人的資本投資を今後も行っていき活力向上や

生産性向上など組織の活性化をもたらすことで、企業成長の実現を目指してまいります。
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（4）設備投資の状況

当期に実施した設備投資の総額は1,583百万円です。その主なものは、当社新宿オフィスリ
ニューアルやクラウド型ITサービスマネジメントプラットフォームの社内導入などです。

（5）財産及び損益の状況

期別
区分

第33期
（2021年３月期）

第34期
（2022年３月期）

第35期
（2023年３月期）

第36期
（2024年３月期）

売上高 （百万円） 52,533 66,183 67,227 65,704

経常利益 （百万円） 3,981 5,133 5,499 5,473
親会社株主に
帰属する当期純利益

（百万円） 2,428 3,630 3,497 8,363

総資産 （百万円） 38,798 44,365 45,466 51,694

純資産 （百万円） 19,577 23,379 25,167 32,619

１株当たり純資産額 （円） 902.72 1,039.71 1,131.42 1,493.86

１株当たり当期純利益 （円） 120.25 179.39 175.03 420.55
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） 119.46 177.44 173.52 419.59

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第34期（2022年３月期）の期首から適用して
おり、第33期（2021年３月期）に係る財産及び損益の状況のうち売上高の金額については、当該基準を遡って適用し主要な差
異を考慮した、未監査の金額となっております。
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（6）重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係
当社の親会社はソフトバンクグループ㈱、ソフトバンクグループジャパン㈱及びソフトバン

ク㈱です。ソフトバンク㈱は当社株式10,735千株（持株比率53.94％）を直接所有していま
す。また、ソフトバンクグループ㈱及びソフトバンクグループジャパン㈱はソフトバンク㈱の
親会社であり、当社株式を間接的に所有する親会社です。
当社は、ソフトバンク㈱と商品の販売及びシステム開発・技術支援等の取引を行っておりま

す。同社との取引に当たっては、案件に対する原価に販売費及び一般管理費、適正利益、市場
動向等を勘案して価格を決定するよう留意しております。当社取締役会は、当該取引条件につ
いては、他の取引先と同様の基準によって決定されるものであることから、当社の利益を害さ
ないものと判断しております。なお、当社が親会社と締結している重要な財務及び事業の方針
に関する契約等はございません。
また、当社は、2024年４月25日開催の取締役会において、ソフトバンク㈱による当社の普

通株式及び新株予約権に対する公開買付けに関し、賛同の意見を表明するとともに、当社の株
主の皆様が本公開買付けに応募することを推奨する旨及び新株予約権の所有者の皆様が本公開
買付けに応募するか否かについて本新株予約権者の皆様のご判断に委ねることを決議いたしま
した。内容の詳細につきましては連結計算書類の連結注記表「重要な後発事象に関する注記」
に記載のとおりです。

② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

M-SOLUTIONS㈱ 100百万円 100.00％ クラウドサービス及びスマートデバイスを中心とした
システムの設計・開発及び保守・運用サービスの提供

㈱環 10百万円 100.00％ クラウドサービスを利活用した社内の業務改善・コミ
ュニケーション改革を実現する教育コンテンツの提供

サイバートラスト㈱ 820百万円 57.54％ IoTサービス、OSS/Linuxサービス、認証・セキュリテ
ィサービスの提供

アソラテック㈱ 60百万円 51.00％ 農業におけるICTを活用した課題解決及び総合的なICT
サービスの提供

リデン㈱ 115百万円 82.57％ 農業データの利活用を促進し、農業成長サイクルの加
速を支援するプラットフォームの提供

㈱電縁 35百万円 100.00％ 通信、自治体などを中心としたシステムコンサルティ
ング、Webシステム開発の提供

アイ・オーシステムイン
テグレーション㈱ 14百万円 100.00％ 情報処理システムの開発及び販売・保守等の提供

（注）2023年９月１日、当社は、保有するフォントワークス㈱の全株式を、Monotype㈱に売却し、フォントワークス㈱は当社の完全
子会社ではなくなりました。
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（7）主要な事業内容（2024年３月31日現在）

当社グループの主要な事業内容は、前記（１）「経営成績の概況」に記載のとおりです。

（8）主要な事業所（2024年３月31日現在）

会社名 主要な拠点等

当社

本社 新宿オフィス（東京都新宿区）

事業所

芝大門開発センター（東京都港区）
天王洲開発センター（東京都品川区）
富山開発センター（富山県富山市）
名古屋オフィス（愛知県名古屋市）
名古屋開発センター（愛知県名古屋市）
大阪オフィス（大阪府大阪市）
福岡オフィス（福岡県福岡市）
福岡開発センター（福岡県福岡市）
台湾支店（新北市中和區）

M-SOLUTIONS㈱ 本社 東京都新宿区
㈱環 本社 東京都新宿区
サイバートラスト㈱ 本社 東京都港区
アソラテック㈱ 本社 東京都新宿区
リデン㈱ 本社 東京都新宿区
㈱電縁 本社 東京都新宿区
アイ・オーシステムインテ
グレーション㈱ 本社 群馬県前橋市
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（9）従業員の状況 （2024年３月31日現在）

①企業集団の従業員数

従 業 員 数 前期末比増減

1,447名 30名増
（注）1． 従業員数は就業人員数です。なお、臨時雇用者数（派遣社員・契約社員・アルバイト社員）は含まれていません。

2． 受入出向者は上記従業員数に含めて記載しています。なお、他社への出向人員は含まれていません。
3． 従業員数には、前連結会計年度末において連結子会社であったフォントワークス㈱の従業員は含まれていません。

②当社の従業員数

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

1,004名 86名増 38.3歳 7.6年
（注）1． 従業員数には、ソフトバンク㈱等からの出向者が含まれております。

2． 従業員数は就業人員数です。なお、臨時雇用者数（派遣社員・契約社員・アルバイト社員）は含まれていません。
3． 受入出向者は上記従業員数に含めて記載しています。なお、他社への出向人員は含まれていません。

（10）主要な借入先の状況 （2024年３月31日現在）

借入先 借入金残高

㈱みずほ銀行 385百万円

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社グループの現況に関する重要な事項は、前記（６）「重要な親会社及び子会社の状況」
①親会社との関係に記載のとおりです。
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●所有者別持株比率（2024年３月31日現在）

その他国内法人
48.60％

金融機関
9.30％自己株式

12.55％

海外個人
0.03％

個人
その他
17.84％

証券会社
1.90％

海外法人
9.78％

2 会社の現況

（1）株式の状況（2024年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 85,121,600株

② 発行済株式の総数 22,757,800株
（自己株式2,856,067株を含む）

③ 株主数 6,707名
（前期末比587名増）

④ 大株主

株主名 持株数（株） 持株比率

ソフトバンク株式会社 10,735,000 53.94％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,365,100 6.86％
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 553,200 2.78％
ＳＢテクノロジー従業員持株会 366,964 1.84％
セントラル短資株式会社 220,000 1.11％
佐藤 友一 180,400 0.91％
山田 勝男 122,400 0.62％
ＪＰ ＭＯＲＧＡＮ ＣＨＡＳＥ ＢＡＮＫ ３８
５７８１ 119,431 0.60％

石川 憲和 115,600 0.58％
ＴＨＥ ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ ＢＡＮ
Ｋ， Ｎ．Ａ． ＬＯＮＤＯＮ ＳＰＥＣＩＡＬ
ＡＣＣＯＵＮＴ ＮＯ．１

104,300 0.52％

（注）持株比率は自己株式（2,856,067株）を控除して計算しています。
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⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
該当する事項はありません。

（2）新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
（2024年３月31日現在）

2018年度第１回新株予約権 2022年度第１回新株予約権

発行決議日 2018年９月26日 2022年６月20日
新株予約権の
目的となる株式の種類 当社普通株式 当社普通株式

新株予約権の発行価額 無償 無償

新株予約権の行使価額 293,200円
（１株あたり2,932円）

227,400円
（１株あたり2,274円）

新株予約権の行使期間 2020年10月１日から
2024年９月30日まで

2025年７月１日から
2028年６月30日まで

新株予約権の行使条件 （注）２ （注）３

役員の保有状況（注）１
保有者数 ２名
保有数 180個

目的となる株式の数 18,000株

保有者数 ３名
保有数 217個

目的となる株式の数 21,700株
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（注）1. 社外取締役及び監査役は新株予約権等を保有していません。
2. 新株予約権の行使条件（概要）

① 新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社子会社の取締役、従業員その他これに準ずる地位（以下、総称して
「権利行使資格」という。）をいずれも喪失した場合には、未行使の新株予約権を行使できなくなるものとする。

② 上記①の規定にかかわらず、新株予約権者が当社都合又は当社子会社都合の退職により権利行使資格を喪失した場合で、
当社が諸般の事情を考慮の上、新株予約権者による新株予約権の行使を書面により承認した場合は、新株予約権者は、権
利行使資格喪失の日より１年間経過する日と行使期間満了日のいずれか早い方の日に至るまでに限り、権利行使資格を喪
失しなければ行使できるはずであった新株予約権を行使することができる。

③ 当初割当てを受けた新株予約権の付与株式数の合計が4,000株以上の新株予約権者が、以下のア乃至エに掲げる時期に行
使可能な新株予約権の数は、当該規定に定める数に限られるものとする。ただし、行使可能な新株予約権の数に1個未満
の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。
ア 2020年10月１日から2021年９月30日までは、割り当てられた新株予約権の数の４分の１まで
イ 2021年10月１日から2022年９月30日までは、上記アに掲げる期間に行使した新株予約権とあわせて、割り当てら
れた新株予約権の数の４分の２まで

ウ 2022年10月１日から2023年９月30日までは、上記ア及びイに掲げる期間に行使した新株予約権とあわせて、割り
当てられた新株予約権の数の４分の３まで

エ 2023年10月１日から2024年９月30日までは、上記ア、イ及びウに掲げる期間に行使した新株予約権とあわせて、
割り当てられた新株予約権の数のすべて

④ 当初割当てを受けた新株予約権の付与株式数の合計が3,000株以上4,000株未満の新株予約権者が、以下のア乃至ウに掲
げる時期に行使可能な新株予約権の数は、当該規定に定める数に限られるものとする。ただし、行使可能な新株予約権の
数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。
ア 2020年10月１日から2021年９月30日までは、割り当てられた新株予約権の数の３分の１まで
イ 2021年10月１日から2022年９月30日までは、上記アに掲げる期間に行使した新株予約権とあわせて、割り当てら
れた新株予約権の数の３分の２まで

ウ 2022年10月１日から2024年９月30日までは、上記ア及びイに掲げる期間に行使した新株予約権とあわせて、割り
当てられた新株予約権の数のすべて

⑤ 当初割当てを受けた新株予約権の付与株式数の合計が2,000株以上3,000株未満の新株予約権者が、以下のア及びイに掲
げる時期に行使可能な新株予約権の数は、当該規定に定める数に限られるものとする。ただし、行使可能な新株予約権の
数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。
ア 2020年10月１日から2021年９月30日までは、割り当てられた新株予約権の数の２分の１まで
イ 2021年10月１日から2024年９月30日までは、上記アに掲げる期間に行使した新株予約権とあわせて、割り当てら
れた新株予約権の数のすべて

3. 新株予約権の行使条件（概要）
① 新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社子会社の取締役、従業員その他これに準ずる地位（以下、総称して

「権利行使資格」という。）をいずれも喪失した場合には、未行使の新株予約権を行使できなくなるものとする。
② 上記①の規定にかかわらず、新株予約権者が当社都合又は当社子会社都合の退職により権利行使資格を喪失した場合で、

当社が諸般の事情を考慮の上、新株予約権者による新株予約権の行使を書面により承認した場合は、新株予約権者は、権
利行使資格喪失の日より１年間経過する日と行使期間満了日のいずれか早い方の日に至るまでに限り、権利行使資格を喪
失しなければ行使できるはずであった新株予約権を行使することができる。

③ 当初割当てを受けた新株予約権の付与株式数の合計が6,000株以上の新株予約権者が、以下のア乃至ウに掲げる時期に行
使可能な新株予約権の数は、当該規定に定める数に限られるものとする。ただし、行使可能な新株予約権の数に1個未満
の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。
ア 2025年７月１日から2026年６月30日までは、割り当てられた新株予約権の数の３分の１まで
イ 2026年７月１日から2027年６月30日までは、上記アに掲げる期間に行使した新株予約権とあわせて、割り当てら
れた新株予約権の数の３分の２まで

ウ 2027年７月１日から2028年６月30日までは、上記ア及びイに掲げる期間に行使した新株予約権とあわせて、割り
当てられた新株予約権の数のすべて

④ 当初割当てを受けた新株予約権の付与株式数の合計が3,000株以上6,000株未満の新株予約権者が、以下のアおよびイに
掲げる時期に行使可能な新株予約権の数は、当該規定に定める数に限られるものとする。ただし、行使可能な新株予約権
の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。
ア 2025年７月１日から2026年６月30日までは、割り当てられた新株予約権の数の２分の１まで
イ 2026年７月１日から2028年６月30日までは、上記アに掲げる期間に行使した新株予約権とあわせて、割り当てら
れた新株予約権の数のすべて
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② 当期中に職務執行の対価として交付した新株予約権等の状況
該当する事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項
該当する事項はありません。
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（3）会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2024年3月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役 阿 多 親 市 社長執行役員 兼 CEO
アソラテック㈱取締役

取締役 佐 藤 光 浩 副社長執行役員 兼 CSO 兼 事業統括
㈱環 取締役 ㈱電縁 取締役

取締役 岡 崎 正 明 常務執行役員 兼 CFO 兼 管理統括
㈱電縁 取締役 リデン㈱取締役 M-SOLUTIONS㈱取締役

取締役 藤 長 国 浩

ソフトバンク㈱ 専務執行役員 法人事業統括付（エンタープ
ライズ営業/デジタルマーケティング/カスタマーケア担当）
インキュデータ㈱社外取締役 エアトラスト㈱社外取締役
Cinarra Systems, Inc.社外取締役

取締役 鈴 木 茂 男
取締役 宗 像 義 恵 ビーグローブ㈱代表取締役 武蔵精密工業㈱社外取締役
取締役 富 永 由 加 里 森永乳業㈱社外取締役 富士電機㈱社外取締役
取締役 宮 川 由 香

取締役 澤 円 ㈱圓窓 代表取締役
武蔵野大学 専任教員（教授）

常勤監査役 上 野 光 正 公認会計士 SBIアルヒ㈱社外監査役
監査役 廣 瀨 治 彦
監査役 中 野 通 明 虎ノ門南法律事務所 弁護士 パートナー

監査役 内 藤 隆 志 ソフトバンク㈱執行役員 財務統括 財務経理本部 本部長
SBプレイヤーズ㈱監査役 Aホールディングス㈱監査役

（注）1． 金子公彦氏は、2023年６月19日開催の第35期定時株主総会終結の時をもって取締役を退任しました。また藤長国浩氏は、
同日付で新たに選任され、就任しました。

2． 取締役鈴木茂男氏、宗像義恵氏、富永由加里氏、宮川由香氏及び澤円氏は、社外取締役です。また監査役上野光正氏、廣瀨
治彦氏及び中野通明氏は、社外監査役です。

3． 当社は、取締役鈴木茂男氏、宗像義恵氏、富永由加里氏、宮川由香氏及び澤円氏、監査役上野光正氏、廣瀨治彦氏及び中野
通明氏を、㈱東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として届け出ています。

4． 監査役上野光正氏及び廣瀨治彦氏は、公認会計士の資格を有しており（なお、廣瀨治彦氏は、現在日本公認会計士協会への
登録はしておりません。）、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。

5． 代表取締役阿多親市氏、取締役佐藤光浩氏及び岡崎正明氏は、2023年8月31日付でフォントワークス㈱の取締役を退任し
ました。

6． 取締役藤長国浩氏は、2023年６月19日付で㈱オファーズの取締役を退任し、2023年6月20日付でSBI FinTech
Incubation㈱の取締役を退任しました。

7． 取締役富永由加里氏は、2023年６月29日付で㈱ヤシマキザイの社外取締役を退任しました。
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② 責任限定契約の内容の概要
当社は、各非業務執行取締役及び各監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しています。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各非業務執行取締役については定款第29条

第２項ただし書きに基づき、1,000万円又は法令が規定する最低責任限度額のいずれか高い
金額とし、監査役については定款第37条第２項ただし書きに基づき、100万円又は法令が
規定する最低責任限度額のいずれか高い額としています。

③ 補償契約の内容の概要
該当事項はありません。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
該当事項はありません。

⑤ 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
イ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めてお
り、その概要は次のとおりです。

＜基本方針＞
当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のインセンティブとなる報酬体系とす

ることを基本方針としています。具体的には、業務執行取締役の報酬等は、固定報酬とし
ての基本報酬、短期業績連動報酬としての役員賞与及び中期業績連動報酬としての株式報
酬により構成し、独立した立場から経営の監視・監督機能を担う社外取締役については、
その役割に鑑み、基本報酬のみとしています。なお、子会社・グループ会社の役員を主た
る職務とする取締役の報酬は、子会社・グループ会社からの支給となり、各社報酬ポリシ
ーに基づき決定されます。

＜基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針＞
基本報酬は、月例固定の現金報酬とし、原則として役位に応じて、各取締役が担う役

割・責任等を踏まえ、他社水準も考慮の上、決定します。従業員兼務取締役については、
従業員分給与額も踏まえ、報酬額を決定します。

＜業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針＞
業績連動報酬等としての役員賞与は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるこ

とを目的として、業績評価指数を反映した現金報酬とします。各事業年度の業績に基づく
定量的評価を基礎として、取締役ごとに定める目標に対する成果等の定性的評価を勘案
し、総合的な考慮のもとに、期初に設定した基準額に対して０から100％の範囲で算出さ
れた額を毎年、一定の時期に支給します。役員賞与に係る業績評価指標は連結営業利益で
あり、また当該業績評価指標を選定した理由は、本業の収益性を図る重要な指標であるた
めです。なお、当期における業績評価指標（連結営業利益）の目標は5,900百万円であ
り、その実績は5,699百万円となります。
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非金銭報酬等かつ業績連動報酬としての株式報酬については、株主との価値を共有し、
株価上昇による意欲や士気を高めることを目的として、中長期的な企業価値（株主価値）
と連動し、付与された報酬の経済的利益が実現するまでに一定期間の勤務や業績条件の達
成を必要とする「譲渡制限付株式報酬」と「ストックオプションとしての新株予約権」の
2本立ての制度としています。株式報酬の額は、原則として役位と基本報酬に基づき計算
された金額を基礎として、その時の株価水準により決定します。

＜取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針＞
業務執行取締役の種類別の報酬割合は、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態

に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、上位の役位ほど業績連動報酬のウ
ェイトが高まる構成とします。報酬等の種類ごとの比率の目安は、基本報酬：役員賞与：
株式報酬=６：３：１としています（業績評価指数100％達成の場合）。

ロ 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
報酬等の限度額は、2009年６月20日開催の第21期定時株主総会において、取締役が

年額400百万円（従業員分給与を除く。）、監査役が年額40百万円と決議いただいていま
す。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外取締役は０名）及び監
査役の員数は４名（うち、社外監査役は４名）です。
また、それとは別枠として、2022年６月20日開催の第34期定時株主総会において、

取締役（社外取締役を除く。）に対して、譲渡制限付株式を割当てるための金銭報酬債権
に係る報酬枠を年額4,000万円以内、株式数の上限を年20,000株以内とすること及びス
トックオプションとしての新株予約権を年額4,000万円以内、株式数の上限を60,000株
以内で報酬等として付与することをご承認いただいています。当該定時株主総会終結時点
における当該報酬の付与対象となる取締役（社外取締役を除く。）の員数は３名です。

ハ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
当社は、取締役の個人別の報酬額の具体的な配分の決定について、当社の役員報酬規程

に基づき、代表取締役 兼 社長執行役員 兼 CEOの阿多親市氏に権限を委任しています。
同氏は、同規程に従い、決定方針の評価方法に基づく評価を行い、指名・報酬諮問会議

の審議を経た上で、適正にこれを決定しています。指名・報酬諮問会議は、取締役の指
名・報酬について、取締役会の諮問を受けて調査・審議・提言するための機関であり、取
締役会によって選出された社外取締役を含むメンバーによって組織されています。なお、
株式報酬は、指名・報酬諮問会議の審議を経た上で、取締役会で取締役の個人別の割当て
株式数を決議することとしています。
当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たって、指名・報酬諮問

会議が原案について決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っており、代表取締役
は係る答申を踏まえて決定しているため、取締役会としては決定方針に沿うものであると
判断しております。
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ニ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬等 業績連動報酬等

固定報酬 その他 役員賞与
非金銭報酬等

株式報酬

取締役
（うち社外取締役）

207
（41）

131
（41）

7
（―）

56
（―）

11
（―）

8
（5）

監査役
（うち社外監査役）

18
（18）

18
（18）

0
（0）

―
（―）

―
（―）

3
（3）

（注）1． 上記の支給人員には無報酬の取締役２名及び監査役１名を含んでおりません。
2． 取締役の報酬等の額には、従業員兼務取締役の従業員分給与は含まれていません。
3． 社外取締役の報酬等の額には、2024年２月17日に設置した特別委員会の委員としての報酬を含めております。
4． 基本報酬等のその他の内容につきましては、役員に提供している社宅の会社負担相当額を報酬等として支給しているものと

なります。
5． 業績連動報酬等として取締役に対して役員賞与を支給しております。なお、当事業年度を含む営業利益の推移は「１．当社

グループ（企業集団）の現況（１）経営成績の概況」の推移に記載のとおりです。
6． 業績連動報酬等かつ非金銭報酬等として、株式報酬を付与しております。株式報酬には、複数年にわたって費用を計上する

ストックオプションとして付与した新株予約権及び譲渡制限付株式の付与のための報酬に係る当期中の費用計上額を記載し
ております。当該株式報酬の内容及び付与状況は「２．会社の現況（1）株式の状況」及び「２．会社の現況（2）新株予約
権等の状況」に記載のとおりです。また当社が2022年６月20日開催の取締役会の決議に基づき発行した譲渡制限付株式の
内容及び付与状況は次のとおりです。

株式の種類及び数 当社普通株式 15,000株

発行価額 １株につき 2,172円

発行総額 32,580,000円

株式の割当対象者及びその人数 取締役（社外取締役除く） 3名
従業員 9名

払込期日 2022年７月20日
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⑥ 社外役員に関する事項
イ 他の法人等の業務執行者との重要な兼職の状況

地位及び氏名 他の法人等の兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役
宗 像 義 恵

ビーグローブ㈱代表取締役
なお、同社と当社との間に特別な関係はありません。

取締役
澤 円

㈱圓窓 代表取締役
武蔵野大学 専任教員（教授）
なお、同社及び同大学と当社との間に特別な関係はありません。

監査役
中 野 通 明

虎ノ門南法律事務所 弁護士 パートナー
なお、同事務所と当社との間に特別な関係はありません。

ロ 他の法人等の社外役員との重要な兼職の状況

地位及び氏名 他の法人等の兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

取締役
宗 像 義 恵

武蔵精密工業㈱社外取締役
なお、同社と当社との間に特別な関係はありません。

取締役
富 永 由 加 里

森永乳業㈱社外取締役
富士電機㈱社外取締役
なお、以上の会社と当社との間に特別な関係はありません。

監査役
上 野 光 正

SBIアルヒ㈱社外監査役
なお、同社と当社との間に特別な関係はありません。
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ハ 当期における主な活動状況

地位及び氏名 主な活動状況

取締役
鈴 木 茂 男

当期開催の取締役会12回のすべてに出席し、当社の属するIT業界に関する幅広い経験及
び見識を活かして適宜意見を述べており、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適
切な役割を果たしています。
また、当社の取締役の選解任や報酬などを審議する指名・報酬諮問会議に議長として出席
し、取締役会への答申にあたり重要な役割を果たしています。
加えて、ソフトバンク㈱による当社の普通株式及び新株予約権の公開買付けに関し、適切
に情報を収集した上、潜在的な利益相反を解消し、本取引の公正性を担保することを目的
として当社取締役会が2024年２月17日に設置した特別委員会の委員長として同委員会
に、当期開催の６回すべてに出席しました。

取締役
宗 像 義 恵

当期開催の取締役会12回のうち11回に出席し、DXソリューションに必要とされる半導体
デバイスに関する幅広い経験及び見識を活かして適宜意見を述べており、意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たしています。
また、当社の取締役の選解任や報酬などを審議する指名・報酬諮問会議に出席し、取締役
会への答申にあたり重要な役割を果たしています。
加えて、ソフトバンク㈱による当社の普通株式及び新株予約権の公開買付けに関し、適切
に情報を収集した上、潜在的な利益相反を解消し、本取引の公正性を担保することを目的
として当社取締役会が2024年２月17日に設置した特別委員会の委員として同委員会に、
当期開催の６回のうち５回に出席しました。

取締役
富 永 由 加 里

当期開催の取締役会12回のすべてに出席し、IT技術者としての幅広い経験及び見識を活
かして適宜意見を述べており、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を
果たしています。さらに女性活躍を含めた多様性の実現やサステナビリティ対応の観点か
らも発言しています。
また、当社の取締役の選解任や報酬などを審議する指名・報酬諮問会議に出席し、取締役
会への答申にあたり重要な役割を果たしています。

取締役
宮 川 由 香

当期開催の取締役会12回のすべてに出席し、セールス・マーケティングの幅広い経験及
び見識を活かして適宜意見を述べており、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適
切な役割を果たしています。さらに女性活躍を含めた多様性の実現やサステナビリティ対
応の観点からも発言しています。
また、ソフトバンク㈱による当社の普通株式及び新株予約権の公開買付けに関し、適切に
情報を収集した上、潜在的な利益相反を解消し、本取引の公正性を担保することを目的と
して当社取締役会が2024年２月17日に設置した特別委員会の委員として同委員会に、当
期開催の６回すべてに出席しました。

取締役
澤 円

当期開催の取締役会12回のすべてに出席し、グローバルIT業界での幅広い経験及び見識
を活かして適宜意見を述べており、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役
割を果たしています。

監査役
上 野 光 正

当期開催の取締役会12回のすべてに、また監査役会12回のすべてに出席し、主に財務及
び会計に関する専門的見地から適宜発言を行っています。

監査役
廣 瀨 治 彦

当期開催の取締役会12回のすべてに、また監査役会12回のすべてに出席し、主に財務及
び会計に関する専門的見地から適宜発言を行っています。

監査役
中 野 通 明

当期開催の取締役会12回のすべてに、また監査役会12回のすべてに出席し、弁護士とし
ての企業法務に関する専門的見地から適宜発言を行っています。
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（4）会計監査人の状況

① 名称
有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 55百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

99百万円

（注）1． 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当期に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載してい
ます。

2． 当社監査役会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の前
期における職務執行状況や報酬実績を確認し、当期における監査計画の内容、報酬見積の算出根拠の適正性等を検討した結
果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第１項の同意を行って
おります。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。
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3 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

当社は、取締役会において、業務の適正を確保するための体制整備についての基本方針を
以下のとおり決議しております。この基本方針に基づき、業務の適正性を確保していくとと
もに、今後もより効果的な内部統制の体制を構築できるよう継続的な改善を図ってまいりま
す。

（1）取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、「役職員コンプライアンス・コード」を基本指針として、取締役・従業員に対す

るコンプライアンス研修等を通じたコンプライアンス意識の高揚とコンプライアンス関連諸
規程に基づく職務の執行を徹底しております。
また、「役職員コンプライアンス・コード」に基づき、反社会的勢力との一切の関わりを

拒絶し、これらに対する毅然とした態度と適切な対処を図るため、各種の基本契約書への暴
力団等の排除条項の盛込み等社内的な整備に努めております。
当社は、「内部監査規程」その他社内諸規程に基づき、定期的なモニタリングを実施し、

取締役及び従業員の職務の執行に係る法令及び定款の適合性を確保しております。
また、当社は社外取締役比率を増やすことによってガバナンスを強化するとともに、中長

期的な経営課題、経営執行の監督、コンプライアンスの確保とコーポレートガバナンス上の
問題点等を審議しております。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、株主総会議事録をはじめ、取締役会議事録、監査役会議事録、事業報告及び計算

書類等について、法令、定款及び「文書保存管理規程」に基づき、所管部署によって管理し
ております。
また、取締役の業務執行に係る文書等についても、法令及び「文書保存管理規程」等に基

づき、それぞれの所管部署によって保存、管理を行っており、取締役は、従業員に対して、
その周知徹底を図っております。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、会社の持続的な発展や役職員等の安全確保を脅かす、外的及び内的なリスクを把

握し、それに対応すべく次の対策を講じております。
・リスクを適切に認識し、管理するための規程として「危機管理規程」及び「危機管理基
本ガイドライン」を策定して管理責任者を任命し、リスクの種類に応じてリスク毎の主
管部署を決め、会社のリスク管理体制を整備しております。

・リスク管理に関する危機管理委員会を設置し、リスクに関する情報収集、分析、防止策
等について継続して検討しております。



事業報告

43

・重大なリスクが顕在化した場合には、緊急対策本部を設置し、被害を最小限に抑制する
ための適切な措置を講じます。

また、災害等の危機管理に関しては、安否確認システムの導入等により役職員等の安全確
保を図っております。
さらに、情報セキュリティ活動を主導するため、情報セキュリティ対策会議を設置し、情

報関連諸規程に基づく情報セキュリティ体制の整備や監査及び教育を実施しております。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、「取締役会規程」において取締役会の任務と運営を明確にするとともに、決議・

報告すべき事項を明記しております。また、「権限規程」によって、職務権限と意思決定の
適正化を図り、効率的な運営体制を確保しております。
また、経営環境の変化への機敏な対応と取締役の経営責任を明確にするため、取締役の任

期を１年としております。あわせて、経営責任の明確化と意思決定・業務執行の効率化を図
るため、執行役員制度を導入しております。

（5）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社は、「SBTグループ憲章」を定め、当社グループに共通する行動規範としております。

また、グループ会社の自主性を尊重しつつ、円滑な事業運営を図るため、「SBTグループ会
社管理規程」を定め、主管部門を設置してグループ経営の一体性と効率化を図るとともに、
以下の体制を整備しております。
・当社から主要な子会社に役員を派遣し、子会社の取締役会を通じて、子会社の事業状況
及び財務の状況を把握しております。また、毎月当社の取締役会で事業内容の報告と重
要案件に係る審議が行われております。

・「SBTグループコンプライアンス規程」を定め、グループ全体のコンプライアンスを推
進するとともに、「フリー・アクセス・ライン」（ホットライン）の適用範囲をグループ
会社まで広げ、当社グループにおけるコンプライアンス実効性の確保に努めておりま
す。

・当社グループ全体のリスク管理の整備・強化に向けて、「SBTグループリスク管理規程」
を定めるとともに、必要に応じて子会社に対しても業務監査を実施し、リスクの監視に
努めております。
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（6）監査役の職務を補助すべき従業員に関する体制、当該従業員の取締役からの独立性に関す
る事項及び当該従業員に対する指示の実効性の確保に関する事項
当社は、現在、監査役の職務を補助する専属の従業員を配置しておりませんが、監査役か

らの求めがあるときは、内部監査室を始めとする各部門の従業員がその職務を補助します。
監査役の職務を補助する従業員は、監査役から指示を受けたときはその指示を優先し、その
指示に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとしております。

（7）当社及び子会社の取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への
報告に関する体制
当社及び子会社の取締役及び従業員は、業務執行において法令、定款に違反する事実、及

び会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときは、ただちに報告すること、
また、取締役は上記報告義務について、その周知徹底を図ることにしております。
また、当社及び子会社の取締役及び従業員は、監査役から業務執行に関する事項の報告を

求められた場合には、すみやかに報告することとしております。
さらに、監査役は、内部監査室から監査結果の報告を受け、追加監査や改善策の必要性を

認識したときは、その指示を行うことができます。当社及び子会社は、監査役へこれらの報
告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、
その旨を周知しております。

（8）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の職務の執行につ
いて生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をしたときは、す

みやかに当該費用又は債務を処理することとしております。

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、内部監査室及び会計監査人から監査結果について報告を受けるとともに、監査

の実施にあたっては、連携をとっております。
また、監査役と内部監査室は定期的に連絡会議を開催しており、情報共有やそれぞれの監

査実施状況の報告、その他協同監査の実施等に関して緊密なコミュニケーションを図ってお
ります。
監査役会は、会計監査人を監督し、取締役からの会計監査人の独立性を確保するため、会

計監査人の監査結果については独自に報告を受けております。
また、監査役は、取締役会に出席し、意見を述べるとともに、監査役会としての勧告や報

告を行なっております。
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（10）財務報告の適正性・信頼性を確保するための体制
当社は、財務報告の適正性と信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制基本方針」

を策定するとともに、内部統制委員会の設置・統括担当役員の任命等、内部統制を推進する
ための体制を整えております。
さらに、金融商品取引法等の関連法令への適切な対応を図るため、財務報告に係る情報処

理システム等を整備し、財務報告の信頼性の向上に取組んでおります。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

上記の基本方針に基づく当期における主な取組みは、以下のとおりです。

（1）「役職員コンプライアンス・コード」及びコンプライアンスマニュアル（行動規範）をイ
ントラネットに掲載し、すべての役員及び従業員が閲覧可能な状態にして周知を図ってお
ります。また、コンプライアンス意識の向上及び定着を継続的に図るために、毎年コンプ
ライアンス浸透月間を開催しており、当期においても全役員及び従業員を対象とした教育
を実施しました。

（2）当社及びグループ会社の重要なリスクについては、取締役会及び重要な社内会議において
担当役員等から定期的及び適宜に報告が行われ、リスクへの対応策及びリスクの低減・未
然防止に向けた取り組みについて議論されております。

（3）取締役会は、当期において計12回開催し、法令及び定款に定める事項並びに当社グルー
プの経営方針及び経営戦略等の重要な業務執行に関する事項について審議、決定を行うと
ともに、各取締役の業務執行状況やグループ会社の業績について報告を受けております。

（4）監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づく監査を実施し、取締役会及び重要な
社内会議への出席、重要な決裁書類等の閲覧や業務及び財産の状況の調査並びに代表取締
役、会計監査人及び内部監査室との定期的な会合を通じて、監査の実効性を確保しまし
た。

（5）当社取締役等がグループ会社の取締役及び監査役に就任し、各社の業務執行の監督及び監
査を行いました。また、当社の各部門が、グループ各社の業務執行状況について、随時又
は定期的に報告を求めるとともに、必要に応じて適宜各社の業務の指導及び監督を行いま
した。

（注）本事業報告中の記載金額は表示単位未満を切り捨てて、また、記載比率は表示桁未満を四捨五入して表示しています。
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連結貸借対照表（2024年３月31日現在）
（単位：百万円）

科目 金額

【資産の部】
流動資産 41,654
現金及び預金 10,833
受取手形、売掛金及び契約資産 25,289
商品 250
未収入金 3,819
その他 1,464
貸倒引当金 △2

固定資産 10,039
有形固定資産 1,451
建物 512
器具及び備品 789
その他 149
無形固定資産 3,176
のれん 595
ソフトウエア 1,850
ソフトウエア仮勘定 636
顧客関連資産 37
その他 56
投資その他の資産 5,412
投資有価証券 909
繰延税金資産 1,267
その他 3,235

繰延資産 0
株式交付費 0
資産合計 51,694
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

科目 金額

【負債の部】
流動負債 17,962
買掛金 6,074
1年内返済予定の長期借入金 290
リース債務 16
未払金 4,690
未払法人税等 1,659
契約負債 2,346
賞与引当金 1,681
受注損失引当金 438
瑕疵補修引当金 3
その他 761
固定負債 1,113
長期借入金 109
リース債務 65
契約負債 560
退職給付に係る負債 4
資産除去債務 318
その他 55
負債合計 19,075

【純資産の部】
株主資本 29,613
資本金 1,270
資本剰余金 1,656
利益剰余金 29,253
自己株式 △2,567
その他の包括利益累計額 116
その他有価証券評価差額金 109
為替換算調整勘定 7
新株予約権 316
非支配株主持分 2,572
純資産合計 32,619
負債純資産合計 51,694
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連結損益計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

科目 金額

売上高 65,704
売上原価 49,944
売上総利益 15,760
販売費及び一般管理費 10,061
営業利益 5,699
営業外収益 41
受取利息 0
受取配当金 1
持分法による投資利益 10
保険配当金 11
補助金収入 2
雑収入 14
営業外費用 266
支払利息 5
支払手数料 175
投資事業組合運用損 5
寄付金 20
為替差損 3
貸倒引当金繰入額 50
雑損失 5
経常利益 5,473
特別利益 6,658
投資有価証券売却益 3
新株予約権戻入益 32
事業分離における移転利益 6,623
特別損失 511
減損損失 345
固定資産除却損 12
労災解決金 70
のれん償却額 63
債権放棄損 20
税金等調整前当期純利益 11,620
法人税、住民税及び事業税 3,050
法人税等調整額 △14
当期純利益 8,584
非支配株主に帰属する当期純利益 220
親会社株主に帰属する当期純利益 8,363
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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連結株主資本等変動計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2023年４月１日期首残高 1,270 1,613 22,182 △2,600 22,466

当期変動額

剰余金の配当 － － △1,292 － △1,292
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － 8,363 － 8,363

自己株式の取得 － － － △0 △0

自己株式の処分 － 53 － 33 87
非支配株主との取引に係
る親会社の持分変動 － △11 － － △11

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － 42 7,071 32 7,147

2024年３月31日期末残高 1,270 1,656 29,253 △2,567 29,613
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その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

2023年４月１日期首残高 3 5 9 320 2,371 25,167

当期変動額

剰余金の配当 － － － － － △1,292
親会社株主に帰属する
当期純利益 － － － － － 8,363

自己株式の取得 － － － － － △0

自己株式の処分 － － － － － 87
非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動 － － － － － △11

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 105 1 107 △4 200 304

当 期 変 動 額 合 計 105 1 107 △4 200 7,451

2024年３月31日期末残高 109 7 116 316 2,572 32,619

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（1）連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
・連結子会社の数 11社
・連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称は、事業報告内の「１．当社グループ

（企業集団）の現況 （６）重要な親会社及び子会社の状況」に
記載のとおりであります。

Cyber Secure Asia （S）Pte. Ltd. については、当連結会計
年度において清算結了したため、連結の範囲から除外しており
ます。
また、フォントワークス㈱及び㈱インテグラル・ヴィジョン・
グラフィックスについては、当連結会計年度において当社が保
有する全株式を譲渡したため、連結の範囲から除外しておりま
す。

② 非連結子会社の状況
該当事項はありません。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況
・持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数

２社
・持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の名称

日本RA㈱
Renazon Technology（S）Pte. Ltd.

② 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の状況
該当事項はありません。

③ 持分法適用手続に関する特記事項
持分法適用会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社の仮決

算に基づく計算書類を使用しております。
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（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうちCybersecure Tech Inc.の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただ

し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。
その他連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出
資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなさ
れるもの）については、組合契約に規定される決算報告日
に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額
を純額で取り込む方法によっております。

ロ．棚卸資産
・商品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
（リース資産を除く）

主として定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～15年
器具及び備品 ４年～15年

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見
込利用可能期間（３～５年）、顧客関連資産については、効
果の及ぶ期間（８～12年）に基づいて償却しております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約上に
残価保証の取り決めがある場合は、当該残価保証額）とする
定額法を採用しております。
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③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

ロ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支
給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

ハ．受注損失引当金 受注契約に係る将来損失に備えるため、当連結会計年度末に
おける手持受注案件のうち、損失発生の可能性が高く、かつ
その金額を合理的に見積もることが可能な案件の、損失見込
額を計上しております。

ニ．瑕疵補修引当金 受注契約案件において将来の瑕疵担保責任に備えるため、個
別に瑕疵補修費用の発生可能性を勘案し計算した見積り額を
計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準
当社グループは、以下の５ステップを適用することにより収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。
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当社グループにおける主要な収益認識基準は、以下のとおりです。

イ．通信、エンタープライズ、公共
当社グループでは、顧客に対して、システムの設計・構築サービスの提供及び機器の販

売などを行っております。

a.システム開発受託、システム運用、監視受託、各種保守サービス
(ⅰ) 請負契約など成果物の引き渡し義務を伴うシステム開発受託については、作業

の進捗に伴って、顧客が利用可能な状態に近づき、履行義務が充足されると判
断できるため、合理的に当該履行義務の充足に係る進捗度を見積もることがで
きる場合には、当該進捗度に基づき収益を認識しております。

(ⅱ) システム運用、監視受託、各種保守サービスについては、契約期間にわたって
顧客へのサービス提供体制を維持する必要があることから、期間の経過ととも
に履行義務が充足されると判断できるため、契約書に定義されたサービス提供
期間に対する提供済み期間の割合にて進捗度を測定し、収益を認識しておりま
す。

b.機器等の商品販売
機器等の商品販売については、顧客に対して商品の引渡し義務を負いますが、当該履

行義務は一定の期間にわたり充足されるものではないため、一時点で充足される履行義
務と判断でき、その支配の移転の時点において、収益を認識しております。
支配の移転の時点は、国内販売であり、出荷と顧客による検収までの期間が通常の期

間であることから、商品を出荷した時点としております。
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ロ．個人
当社グループは、独自のECサイト及び当社グループが運営を代行している顧客のECサ

イトにおいてIT関連商品の販売及びフォントライセンスの販売を行っております。

a.ECサイト運営代行
ECサイト運営代行については、主に他社が保有するソフトウエアライセンスや継続

サービスを受ける権利の販売を行っております。販売の都度ライセンスキーが発行され
る場合は、発行後、顧客が手続きを行えば即時に利用可能となるため、発行時点におい
て支配が移転したと判断し、収益を認識しております。
また、継続サービスの契約更新処理による場合は、更新処理を行った時点で、顧客が

継続的にサービスを受けられることが約束される結果、権利の支配が移転したと判断
し、収益を認識しております。
なお、当事業については、履行義務への主たる責任の度合いや、在庫リスクを伴わな

い点、価格設定に関する裁量権の程度などを総合的に勘案した結果、代理人としての性
質が強いと判断し、当社が顧客から受領する額から仕入先に支払う額を控除した純額に
て、収益を認識しております。

b.フォントライセンスの販売
当連結会計年度の期中に連結範囲から除外した子会社であるフォントワークス㈱が、

自社で運営するサイト経由などで、自社保有のフォントライセンスの販売を行っており
ます。本ライセンス行為により顧客が権利を有することとなる知的財産に、著しく影響
を与える活動を行うことが、契約上定められていないことなどを踏まえ、ライセンスを
顧客に供与する際の約束の性質は、供与時点で存在する知的財産を使用する権利（使用
権）の提供であると判断できるため、ライセンス期間の有無を問わず、ライセンス開始
時点で履行義務が充足されたものと判断し、一時点で収益を認識しております。
なお、ライセンスを供与するにあたりカスタマイズ作業が必要な場合は、当該作業完

了後にライセンス供与開始となります。

⑥ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積もり、10年にわたり均

等償却しております。ただし、金額が僅少なものについては、発生時に一括で償却してお
ります。

⑦ その他連結計算書類作成のための重要な事項
繰延資産の処理方法 株式交付費は３年間で均等償却しております。
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２．表示方法の変更に関する注記
連結貸借対照表
前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」（前連結会計年度3,136百万円）に含め

て表示しておりました「未収入金」（当連結会計年度3,819百万円）は、金額的重要性が増し
たため、当連結会計年度より区分掲記しております。

３．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとお
りであります。

進捗度の見積りに応じて収益認識した売上高及び受注損失引当金
① 連結計算書類に計上した金額

進捗度の見積りに応じて収益認識した売上高 12,753百万円

（うち期末時点において進行中の金額 7,866百万円）

受注損失引当金 438百万円
② 見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
当社はプロジェクト（工事）契約において、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進

捗度に基づき収益を一定の期間にわたり算出しております。履行義務の充足に係る進捗度の適
切な見積りにあたっては、工事原価総額の見積額に対する実際発生原価の割合により測定し、
それに基づき収益を認識しております。また、見積総工事原価が受注金額を上回る場合には、
損失発生の可能性が高く、かつその金額を合理的に見積ることが可能なケースであれば、当該
超過部分につき、受注損失引当金を計上しております。
これら２つの項目に共通した算定根拠となる見積総工事原価は、プロジェクト（工事）の進

捗に伴い変動する性格を有しております。変動要因はさまざまではありますが、当社と顧客と
の間において、成果物の仕様、作業範囲の認識に相違が生じ、突発的なアクシデントによって
想定外の追加工数が必要になり、さらには、未経験の技術要素の影響を予測しきれないことな
どが想定されます。当該見積りの変更による影響は、変更が行われた期に損益として計上する
ため、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記

（1）顧客との契約から生じた債権及び契約資産の残高
顧客との契約から生じた債権 17,124百万円
契約資産 8,165百万円

（注）顧客との契約から生じた債権及び契約資産は、連結貸借対照表のうち「受取手形、売
掛金及び契約資産」に含まれております。

（2）有形固定資産の減価償却累計額 2,616百万円

（3）財務制限条項
借入金のうち、㈱みずほ銀行との金銭消費貸借契約（借入金残高350百万円）には財務制

限条項が付されており、下記条項に抵触した場合には、借入先からの請求により、一括返済
することになっております。
① 2021年３月期の決算期以降、各年度の決算期における借主の連結貸借対照表及び貸借
対照表に示される純資産の部の金額を、2020年3月期の純資産の部の合計金額の75％又
は前年度末の純資産の部の合計金額の75％のいずれか高い方の水準以上を維持すること。

② 2021年３月期の決算期以降、各年度の決算期における借主の連結損益計算書及び損益
計算書に示される営業損益・当期純損益が２期連続して損失とならないこと。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（1）発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当期首の株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末の株式数

普 通 株 式 22,757,800株 － － 22,757,800株

（2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当期首の株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末の株式数

普 通 株 式 2,892,930株 137株 37,000株 2,856,067株

（注）自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による取得であります。
自己株式の株式数の減少は、新株予約権の行使による自己株式の処分であります。

（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等
イ．2023年６月19日開催の第35期定時株主総会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 695百万円
・１株当たり配当金額 35円
・基準日 2023年３月31日
・効力発生日 2023年６月20日

ロ．2023年10月30日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 597百万円
・１株当たり配当金額 30円
・基準日 2023年９月30日
・効力発生日 2023年12月１日
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② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
2024年６月17日開催予定の第36期定時株主総会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 796百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 40円
・基準日 2024年３月31日
・効力発生日 2024年６月18日

（4）当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを
除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 262,800株

６．金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余裕資金については、安全性の高い短期的な預金等により運
用しております。
また、短期的な運転資金需要や、業務又は資本提携等を目的とした株式等への投資が発

生した場合には、必要な資金を主として銀行借入等によって調達しております。
デリバティブは主に為替変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない

方針であります。
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② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産、未収入金は、取引先の信用リスクに晒

されております。取引先信用リスクに関しては、社内の販売管理規程に従い請求書単位で
の入金期日管理及び残高管理を日常的に行うほか、主要な取引先の信用状況を毎期把握す
る体制としております。
投資有価証券は、業務又は資本提携等を目的とした株式、他の組合員との協業関係を促

進するための組合出資、子会社が企業結合時点で保有していた社債であり、市場価格の変
動リスクに晒されております。これらについては、時価や発行体の財務状況が定期的に取
締役会に報告されております。
営業債務である買掛金、未払金、未払法人税等は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期

日であります。買掛金のうち、一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒さ
れておりますが、金額が特に大きいものについては、個別に先物為替予約を利用すること
で、リスクを回避しております。実行にあたっては社内承認手続きを経るとともに、信用
リスクを軽減するため、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っております。なお、期末
時点における取引残高はありません。
借入金、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、株式等への投資や、設備投資

に係る資金調達を目的としたものであります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒さ
れておりますが、金融機関等から定期的に金利情報を入手し、マーケットの変動を把握し
ております。
営業債務や借入金、リース債務は、毎月資金繰計画を見直す等の方法により、決済、返

済時における流動性リスクを回避しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては、一定の前提条件等を採用しており、異なる前提条件

によった場合、当該価額が異なる場合があります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の

とおりです。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません((注)１.参照)。ま
た、現金及び連結貸借対照表計上額のうち重要性が乏しい科目については注記を省略してお
り、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお
ります。
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連結貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 投資有価証券

その他有価証券(※２) 175 175 －

資産計 175 175 －

(2) 長期借入金 109 108 △0

(3) リース債務(固定) 65 64 △0

負債計 174 173 △1
(※１) 「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「未収入金」「買掛金」「１年内返済

予定の長期借入金」「リース債務（流動）」「未払金」「未払法人税等」については、現金
であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を
省略しております。「受取手形、売掛金及び契約資産」のうち、回収に長期間を要する債
権については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額を満期までの期間及び信
用リスクを加味した利率により割引計算を行った結果、時価は帳簿価額とほぼ等しいこ
とから、記載を省略しております。

(※２) 連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資
については記載を省略しております。当該出資の連結貸借対照表計上額は68百万円であ
ります。

(注) １．市場価格のない株式等

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

非上場株式等 666

組合出資金 68

合計 734
これらについては、「(1)投資有価証券」には含めておりません。
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(注) ２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 10,833 － － －
受取手形、売掛金
及び契約資産

24,212 1,077 － －

未収入金 3,819 － － －

合計 38,865 1,077 － －

(注) ３. 長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 290 80 9 6 5 7

リース債務 16 8 7 7 7 34

合計 306 88 17 14 12 42



連結計算書類

62

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定
した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券
その他有価証券
株式 － 146 － 146
社債 － 29 － 29

資産計 － 175 － 175

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金 － 108 － 108
リース債務 － 64 － 64

負債計 － 173 － 173
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
投資有価証券（株式）の時価は、活発な市場における相場価格を使用できるものはレベ

ル１の時価に分類しています。公表された相場価格を使用していたとしても市場が活発で
ない場合にはレベル２の時価に分類しています。
投資有価証券（社債）の時価は、取引金融機関等から提示された価格によっておりま

す。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。ただ
し、変動金利によるものは、短期間で市場金利が反映され、また、当社の信用状態は実行
後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当
該帳簿価額によっております。

リース債務(固定)
リース債務の時価は、同一の残存期間で同条件のリース契約を締結する場合の金利を用

いて、元利金の合計額を割り引く方法によって見積っており、レベル２の時価に分類して
おります。
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７．収益認識に関する注記

（1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)

報告セグメント

ICTサービス事業

通信 15,630

エンタープライズ 33,595

公共 13,878

個人 2,598

顧客との契約から生じる収益 65,704

外部顧客への売上高 65,704

（2）収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（4）会計方針に関する事項 ⑤収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているた
め、注記を省略しております。
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（3）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりでありま
す。

(単位：百万円)

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 22,029 17,124

契約資産 2,103 8,165

契約負債 2,856 2,906

契約資産は、主として請負契約など成果物の引き渡し義務を伴うシステム開発受託にお
いて、進捗度の測定に基づいて認識した収益に係る未請求売掛金であり、顧客の検収時に
売上債権へ振替えられます。契約資産の増加額は、主に期末時点における進捗中のシステ
ム開発受託案件の増加によるものであります。
契約負債は、主としてシステム運用、監視受託、各種保守サービスにおける顧客からの

前受金であります。当連結会計年度に認識された収益について、期首現在の契約負債残高
に含まれていた金額は1,922百万円であり、過去の期間に充足された履行義務に係る金額
は重要ではありません。
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② 残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末現在で、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に係る将来認識さ

れると見込まれる収益は以下のとおりです。

(単位：百万円)

金額

１年以内 24,760

１年超 4,544

合計 29,305

８．１株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 1,493円86銭
（2）１株当たり当期純利益 420円55銭

９．重要な後発事象に関する注記

当社は、2024年４月25日開催の当社取締役会において、当社の支配株主（親会社）である
ソフトバンク㈱（以下「公開買付者」といいます。）による当社の普通株式（以下「当社株式」
といいます。）及び本新株予約権に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に
関し、賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様が本公開買付けに応募することを推
奨する旨及び本新株予約権の所有者（以下「本新株予約権者」といいます。）の皆様が本公開
買付けに応募するか否かについて本新株予約権者の皆様のご判断に委ねる旨の決議をいたしま
した。
なお、上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続を経て、当

社を完全子会社化することを企図していること及び当社株式が上場廃止となる予定であること
を前提として行われたものであります。
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（1)公開買付者の概要
① 名称 ソフトバンク㈱
② 所在地 東京都港区海岸一丁目７番１号

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 社長執行役員兼CEO 宮川 潤一

④ 事業内容
移動通信サービスの提供、携帯端末の販売、固定通信サー
ビスの提供、インターネット接続サービスの提供

⑤ 資本金 210,523百万円（2023年12月31日現在）

⑥ 設立年月日 1986年12月９日
⑦ 大株主及び持株比率

（2024年３月31日現在） ソフトバンクグループジャパン株式会社 40.41％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託
口）

10.14％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3.62％

STATE STREET BANK WEST CLIENT –
TREATY 505234（常任代理人 株式会社みず
ほ銀行決済営業部）

1.45％

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 1.02％

ＪＰモルガン証券株式会社 1.01％
JP MORGAN CHASE BANK 385781（常 任
代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

0.87％

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT（常 任
代理人 香港上海銀行東京支店カストディ業務
部）

0.81％

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 0.58％

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505103（常任代理人 株式会社み
ずほ銀行決済営業部）

0.53％
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⑧ 当社と公開買付者の関係
資本関係 公開買付者は、2024 年 ４月 25 日 現在、当社株式

10,735,000株（所有割合（注）：52.81％）を所有し、
当社を連結子会社としております。

人的関係 当社の取締役９名のうち４名が公開買付者の出身者です。
また、当社の監査役４名のうち１名が公開買付者の出身者
です。なお、当社の取締役である藤長国浩氏は公開買付者
の執行役員を兼任しており、また、当社の監査役である内
藤隆志氏は公開買付者の従業員を兼任しております。
上記のほか、2024年４月25日現在、当社の従業員14名が
公開買付者に出向しており、公開買付者の従業員11名が当
社に出向しております。

取引関係 当社は公開買付者との間で、商品の販売及びシステム開
発・技術支援等に関する取引を行っています。

関連当事者への該当状況 公開買付者は当社の親会社であり、公開買付者と当社は相
互に関連当事者に該当します。

（注）「所有割合」とは、５．連結株主資本等変動計算書に関する注記に記載された2024年３
月31日現在の当社の発行済株式総数（22,757,800株）に、当社が2023年６月19日
に提出した第35期有価証券報告書に記載された2018年度第１回新株予約権（各新株予
約権の名称については、下記「②買付け等の価格」の「２．新株予約権」において定義
します。以下同じです。）（1,800個（目的となる株式数：180,000株））、2021年度第
１回新株予約権（2,290個（目的となる株式数：229,000株））及び2022年度第１回
新株予約権（547個（目的となる株式数：54,700株））のうち、2024年３月31日現在
残存するすべての本新株予約権（2018年度第１回新株予約権1,580個（目的となる株
式数：158,000株）、2021年度第１回新株予約権2,160個（目的となる株式数：
216,000株）及び2022年度第１回新株予約権502個（目的となる株式数：50,200
株））合計4,242個の目的となる株式数（合計424,200株）を加え、５．連結株主資本
等変動計算書に関する注記に記載された2024年３月31日現在の当社が所有する自己株
式数（2,856,067株）を控除した株式数（20,325,933株）（以下「当社潜在株式勘案
後株式総数」といいます。）に占める割合をいいます（小数点以下第三位を四捨五入し
ております。以下、所有割合の記載について他の取扱いを定めない限り同じです。）。
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（2)本公開買付の概要
① 買付け等の期間

2024年４月26日（金曜日）から2024年６月11日（火曜日）まで（30営業日）

② 買付け等の価格
１．普通株式１株につき、金2,950円

２．新株予約権
イ 2018年９月26日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された新株予約権（以

下「2018年度第１回新株予約権」といいます。）（行使期間は2020年10月１日
から2024年９月30日まで）１個につき金１円

ロ 2021年９月29日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された新株予約権（以
下「2021年度第１回新株予約権」といいます。）（行使期間は2023年10月１日
から2025年９月30日まで）１個につき金１円

ハ 2022年６月20日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された新株予約権（以
下「2022年度第１回新株予約権」といいます。）（行使期間は2025年７月１日
から2028年６月30日まで） １個につき金１円

③ 公開買付け予定株式数
買付け予定数の下限 2,815,600株
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10．その他の注記

（企業結合等関係）
（事業分離）
当社は、2023年７月19日付の取締役会決議によって、当社の連結子会社であるフォントワ

ークス㈱の全株式（以下「当該株式」）をMonotype㈱に譲渡すること、及びフォントワーク
ス㈱の事業に係る無形固定資産（以下「当該無形固定資産」）をMonotype Imaging Inc.に譲
渡することについて決議し、2023年９月１日に実行いたしました。これによりフォントワー
クス㈱を2023年９月30日に当社の連結子会社から除外しております。

（1) 事業分離の概要
① 分離先企業の名称

Monotype㈱
Monotype Imaging Inc.

② 分離事業の内容
デジタルフォント（書体）の企画・開発・販売及びソフトウエアの開発、テクニカルサ

ービス、OEM 等

③ 事業分離を行った主な理由
当社グループは「大きく成長する」ことを経営方針に掲げ、2013年６月に、デジタル

フォント（書体）の企画・開発・販売及びソフトウエアの開発、テクニカルサービス、
OEM等の提供を行うフォントワークス㈱を連結子会社化しました。フォントワークス㈱
は当社グループのEC領域の事業拡大に貢献してまいりましたが、デジタルフォント事業
やEC領域における当社とのシナジーによる事業成長は一巡し、また当社グループの戦略
は「クラウド・セキュリティへの注力」へシフトしております。このような状況の中、フ
ォントワークス㈱の更なる成長とグローバル展開も含めた事業シナジーを追求できる環境
として、Monotype Imaging Inc.及びMonotype㈱の下での事業運営が双方にとって有益
であると判断し、合意したものであります。

④ 事業分離日
2023年９月１日（みなし売却日 2023年９月30日）

⑤ 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項
受取対価を現金及び未収入金とする株式及び無形固定資産譲渡
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（2) 実施した会計処理の概要
① 移転損益の金額

事業分離における移転利益 6,600百万円

② 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳
流動資産 817百万円
固定資産 814百万円
資産合計 1,631百万円
流動負債 1,161百万円
固定負債 127百万円
負債合計 1,288百万円

③ 会計処理
当該株式及び当該無形固定資産の連結上の帳簿価額と譲渡価額との差額を「事業分離に

おける移転利益」として特別利益に計上しております。

（3) 分離した事業が含まれていた報告セグメント
当社グループは単一セグメントであり、ICTサービス事業に含まれております。

（4) 当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額
売上高 1,091百万円
営業利益 355百万円

（注）取得原価配分によって識別したのれん及び顧客関連資産の償却費を含んでおります。
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貸借対照表（2024年３月31日現在）
（単位：百万円）

科目 金額

【資産の部】
流動資産 33,295
現金及び預金 4,283
受取手形 96
売掛金 15,548
契約資産 7,880
商品 160
前払費用 1,156
関係会社短期貸付金 250
未収入金 3,812
その他 108
貸倒引当金 △2

固定資産 10,639
有形固定資産 873
建物 240
器具及び備品 486
建設仮勘定 146

無形固定資産 1,357
ソフトウエア 1,171
ソフトウエア仮勘定 170
その他 15

投資その他の資産 8,407
投資有価証券 832
関係会社株式 3,665
長期前払費用 533
長期貸付金 47
関係会社長期貸付金 250
長期未収入金 1,500
繰延税金資産 894
差入保証金 916
その他 41
貸倒引当金 △272

資産合計 43,935
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

科目 金額

【負債の部】
流動負債 15,616
買掛金 6,032
短期借入金 300
1年内返済予定の長期借入金 279
リース債務 8
未払金 4,448
未払費用 77
未払法人税等 1,322
契約負債 1,141
返金負債 5
預り金 34
賞与引当金 1,167
受注損失引当金 438
瑕疵補修引当金 3
その他 358

固定負債 535
長期借入金 70
契約負債 175
資産除去債務 220
その他 69

負債合計 16,151
【純資産の部】

株主資本 27,361
資本金 1,270
資本剰余金 1,463
資本準備金 1,348
その他資本剰余金 114
利益剰余金 27,194
利益準備金 5
その他利益剰余金 27,188

繰越利益剰余金 27,188
自己株式 △2,567
評価・換算差額等 108
その他有価証券評価差額金 108
新株予約権 313
純資産合計 27,783
負債純資産合計 43,935
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損益計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

科目 金額

売上高 56,585
売上原価 45,743
売上総利益 10,842
販売費及び一般管理費 6,829
営業利益 4,013
営業外収益 3,410
受取利息 5
受取配当金 3,386
保険配当金 9
確定拠出年金返還金 3
受取設備利用料 1
雑収入 5
営業外費用 297
支払利息 6
投資事業組合運用損 5
為替差損 3
支払手数料 175
寄付金 20
貸倒引当金繰入額 50
関係会社貸倒引当金繰入額 35
雑損失 1
経常利益 7,126
特別利益 5,345
無形固定資産譲渡益 4,508
投資有価証券売却益 3
関係会社株式売却益 766
新株予約権戻入益 32
現物配当差益 34
特別損失 92
固定資産売却損 2
労災解決金 70
債権放棄損 20
税引前当期純利益 12,379
法人税、住民税及び事業税 2,463
法人税等調整額 95
当期純利益 9,821
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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株主資本等変動計算書（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2023年４月１日期首残高 1,270 1,348 61 1,409 5 18,659 18,665
当期変動額
剰余金の配当 － － － － － △1,292 △1,292
当期純利益 － － － － － 9,821 9,821
自己株式の取得 － － － － － － －
自己株式の処分 － － 53 53 － － －
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － 53 53 － 8,529 8,529
2024年３月31日期末残高 1,270 1,348 114 1,463 5 27,188 27,194
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株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2023年４月１日期首残高 △2,600 18,745 3 3 317 19,066

当期変動額

剰余金の配当 － △1,292 － － － △1,292

当期純利益 － 9,821 － － － 9,821

自己株式の取得 △0 △0 － － － △0

自己株式の処分 33 87 － － － 87
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） － － 105 105 △3 101

当 期 変 動 額 合 計 32 8,616 105 105 △3 8,717

2024年３月31日期末残高 △2,567 27,361 108 108 313 27,783

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
イ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券
・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資
（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされる
もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じ
て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で
取り込む方法によっております。

② 棚卸資産
イ．商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

（リース資産を除く）
定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～15年
器具及び備品 ４年～15年

② 無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見
込利用可能期間（３～５年）に基づいて償却しております。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約上に
残価保証の取り決めがある場合は、当該残価保証額）とする
定額法を採用しております。
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（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支
給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

③ 受注損失引当金 受注契約に係る将来損失に備えるため、当事業年度末におけ
る手持受注案件のうち、損失発生の可能性が高く、かつその
金額を合理的に見積もることが可能な案件の、損失見込額を
計上しております。

④ 瑕疵補修引当金 受注契約案件において将来の瑕疵担保責任に備えるため、個
別に瑕疵補修費用の発生可能性を勘案し計算した見積り額を
計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社は、以下の５ステップを適用することにより収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

当社における主要な収益認識基準は、以下のとおりです。

① 通信、エンタープライズ、公共
当社では、顧客に対して、システムの設計・構築サービスの提供及び機器の販売などを行

っております。

a.システム開発受託、システム運用、監視受託、各種保守サービス
(ⅰ) 請負契約など成果物の引き渡し義務を伴うシステム開発受託については、作業の

進捗に伴って、顧客が利用可能な状態に近づき、履行義務が充足されると判断で
きるため、合理的に当該履行義務の充足に係る進捗度を見積もることができる場
合には、当該進捗度に基づき収益を認識しております。
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(ⅱ) システム運用、監視受託、各種保守サービスについては、契約期間にわたって顧
客へのサービス提供体制を維持する必要があることから、期間の経過とともに履
行義務が充足されると判断できるため、契約書に定義されたサービス提供期間に
対する提供済み期間の割合にて進捗度を測定し、収益を認識しております。

b.機器等の商品販売
機器等の商品販売については、顧客に対して商品の引渡し義務を負いますが、当該履行

義務は一定の期間にわたり充足されるものではないため、一時点で充足される履行義務と
判断でき、その支配の移転の時点において、収益を認識しております。
支配の移転の時点は、国内販売であり、出荷と顧客による検収までの期間が通常の期間

であることから、商品を出荷した時点としております。

② 個人
当社は運営を代行している顧客のECサイトにおいて、IT関連商品の販売を行っておりま

す。

ECサイト運営代行
ECサイト運営代行については、主に他社が保有するソフトウエアライセンスや継続サ

ービスを受ける権利の販売を行っております。販売の都度ライセンスキーが発行される場
合は、発行後、顧客が手続きを行えば即時に利用可能となるため、発行時点において支配
が移転したと判断し、収益を認識しております。
また、継続サービスの契約更新処理による場合は、更新処理を行った時点で、顧客が継

続的にサービスを受けられることが約束される結果、権利の支配が移転したと判断し、収
益を認識しております。
なお、当事業については、履行義務への主たる責任の度合いや、在庫リスクを伴わない

点、価格設定に関する裁量権の程度などを総合的に勘案した結果、代理人としての性質が
強いと判断し、当社が顧客から受領する額から仕入先に支払う額を控除した純額にて、収
益を認識しております。
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２．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業

年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。
進捗度の見積りに応じて収益認識した売上高 12,034百万円

（うち期末時点において進行中の金額 7,576百万円）

受注損失引当金 438百万円
なお、会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報は、連結注記表に記載のものと同一

であります。

３．貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額 1,440百万円

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。
① 短期金銭債権 5,905百万円
② 長期金銭債権 250百万円
③ 短期金銭債務 939百万円
④ 長期金銭債務 69百万円

（3）財務制限条項
借入金のうち、㈱みずほ銀行との金銭消費貸借契約（借入金残高350百万円）には財務制

限条項が付されており、下記条項に抵触した場合には、借入先からの請求により、一括返済
することになっております。
① 2021年３月期の決算期以降、各年度の決算期における借主の連結貸借対照表及び貸借
対照表に示される純資産の部の金額を、2020年3月期の純資産の部の合計金額の75％又
は前年度末の純資産の部の合計金額の75％のいずれか高い方の水準以上を維持すること。

② 2021年３月期の決算期以降、各年度の決算期における借主の連結損益計算書及び損益
計算書に示される営業損益・当期純損益が２期連続して損失とならないこと。
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４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
① 売上高 17,792百万円
② 仕入高 2,580百万円
③ 販売費及び一般管理費 166百万円
④ 営業取引以外の取引高 3,392百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当期首の株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末の株式数

普 通 株 式 2,892,930株 137株 37,000株 2,856,067株

（注）自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取による取得であります。
自己株式の株式数の減少は、新株予約権の行使による自己株式の処分であります。
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳（単位：百万円）

繰延税金資産
未払事業税 114
未払事業所税 7
賞与引当金 312
受注損失引当金 134
未払社会保険料 44
投資有価証券評価損 219
減価償却超過額 84
資産除去債務 67
貸倒引当金 84
その他 58

繰延税金資産小計 1,127
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △171

繰延税金資産合計 956

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △18
その他有価証券評価差額金 △44

繰延税金負債合計 △62

繰延税金資産の純額 894
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７．関連当事者との取引に関する注記

（1）親会社

種類 会社等の名称
資本金又は
出資金

（百万円）
事業の内容又は職業

議決権等の
所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係

役員の兼任等 事業上の関係

親会社 ソフトバ
ンク㈱

214,393

移動通信サービスの
提供、携帯端末の販
売、固定通信サービ
スの提供、インター
ネット接続サービス
の提供

被所有
直接

53.9

なし

商品等の販
売・業務受
託、通信サ
ービスの購
入

取 引 の 内 容 取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

商品の販売及びシステ
ム開発・技術支援等 16,068 売 掛 金 5,416

取引条件及び取引条件の決定方針等
１．業務受託等につきましては、役務提供に対する費用を勘案した上で、一般取引条件と同様

に決定しております。
２．商品等の販売及び通信サービスの購入につきましては、個別案件ごとに検討の上、交渉に

より一般取引条件と同様に決定しております。
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（2）子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
資本金又は
出資金

（百万円）
事業の内容又は職業

議決権等の
所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係

役員の兼任等 事業上の関係

子会社 フォント
ワークス㈱

120

デ ジタルフォント
（書体）の企画・開
発・販売及びソフト
ウエアの開発、テク
ニ カ ル サ ー ビ ス、
OEM等の提供

所有
直接

100.0

兼任３名

資金の借入
及び商品等
の仕入・販
売

取 引 の 内 容 取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

配 当 金 の 受 取 3,303

短 期 借 入 金 ―借 入 金 の 返 済 2,400

利 息 の 支 払 1

取引条件及び取引条件の決定方針等
１．借入金利は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（注）当社は2023年９月１日付でフォントワークス㈱の全株式を売却し、2023年９月30日
をみなし売却日として同社を連結子会社から除外しており、関連当事者に該当しないこ
ととなりました。したがって、資本金額、事業の内容、議決権等の所有割合及び関連当
事者としての関係は2023年８月31日時点、取引金額は2023年４月１日から2023年
９月30日までの金額を記載しております。



計算書類

84

（3）兄弟会社等

種類 会社等の名称
資本金又は
出資金

（百万円）
事業の内容又は職業

議決権等の
所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係

役員の兼任等 事業上の関係

親会社
の子会
社

SB ペ イ
メントサ
ービス㈱

6,075

決済サービス、カー
ド・ポイントサービ
ス、集金代行サービ
ス、送金サービス、
上記に付随するコン
サルティングサービ
ス

なし なし
商品等の販
売・業務受
託

取 引 の 内 容 取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

商品の販売及びシステ
ム開発・技術支援等 1,327 売 掛 金 134

エンドユーザーへの販
売に関する決済代行業
務の委託

―
(注)２ 未 収 入 金 1,484

種類 会社等の名称
資本金又は
出資金

（百万円）
事業の内容又は職業

議決権等の
所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者との関係

役員の兼任等 事業上の関係

親会社
の子会
社

SB C&S
㈱

500
IT関連製品の製造・流
通・販売、IT関連サー
ビスの提供

なし なし
商品等の仕
入・販売、
業務受託

取 引 の 内 容 取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

商品の販売及びシステ
ム開発・技術支援等 2,456 売 掛 金 603

商 品 等 仕 入 3,950
買 掛 金 1,295役務提供案件の資材等

購入 1,284
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取引条件及び取引条件の決定方針等
１．業務受託等につきましては、役務提供に対する費用を勘案した上で、一般取引条件と同様

に決定しております。
２．商品等の販売及び仕入につきましては、個別案件ごとに検討の上、交渉により一般取引条

件と同様に決定しております。

（注）１．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めておりま
す。

２．未収入金に関する取引については、エンドユーザーに対する販売取引であり、同社に
対するものではありませんので、取引金額は記載しておりません。

８．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、個別注記表「１．重要な
会計方針に係る事項に関する注記 （4）収益及び費用の計上基準」に記載している内容と同一
のため、記載を省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記

（1）１株当たり純資産額 1,380円31銭
（2）１株当たり当期純利益 493円86銭

１０．重要な後発事象に関する注記

当社は、2024年４月25日開催の当社取締役会において、当社の支配株主（親会社）である
ソフトバンク㈱（以下「公開買付者」といいます。）による当社の普通株式（以下「当社株式」
といいます。）及び本新株予約権に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に
関し、賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様が本公開買付けに応募することを推
奨する旨及び本新株予約権の所有者（以下「本新株予約権者」といいます。）の皆様が本公開
買付けに応募するか否かについて本新株予約権者の皆様のご判断に委ねる旨の決議をいたしま
した。
なお、上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続を経て、当

社を完全子会社化することを企図していること及び当社株式が上場廃止となる予定であること
を前提として行われたものであります。
詳細につきましては、連結注記表「９．重要な後発事象に関する注記」をご参照ください。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2024年5月14日
SBテクノロジー株式会社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 川 航 史
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤 井 淳 一

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、SBテクノロジー株式会社の2023年4月1日から2024年3月31日

までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、SBテ

クノロジー株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たして
いる。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取
引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入
手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見
に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は
阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2024年5月14日
SBテクノロジー株式会社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 川 航 史
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 藤 井 淳 一

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、SBテクノロジー株式会社の2023年4月1日から2024年3

月31日までの第36期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算

書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項
付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は
阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、2023年4月1日から2024年3月31日までのSBテクノロジー株式会社の第36期事業年度における取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等

及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、電話回線又はインターネット

等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社
から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項並びに同号ロの判断及び理由については、取締役会その
他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保する
ための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）並びに計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）
及びその附属明細書について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容

及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該

取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。
（2）連結計算書類の監査結果

会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

3. 後発事象
重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、当社は2024年4月25日開催の当社取締役会において、当社の支配株

主(親会社)であるソフトバンク(株)による当社の普通株式及び本新株予約権に対する公開買付けに関し、賛同の意見を表明する
とともに、当社の株主が本公開買付けに応募することを推奨する旨及び本新株予約権の所有者が本公開買付けに応募するか否か
について本新株予約権者の判断に委ねる旨の決議をしております。
当該事項は、監査役会の意見に影響を及ぼすものではありません。

2024年５月15日
SBテクノロジー株式会社 監査役会

常勤監査役 上 野 光 正 ㊞
監査役 廣 瀨 治 彦 ㊞
監査役 中 野 通 明 ㊞
監査役 内 藤 隆 志 ㊞

（注）監査役上野光正、廣瀨治彦及び中野通明は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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丸ノ内線 副都心線 都営新宿線「新宿三丁目駅」Ｅ１出口より徒歩６分

新宿イーストサイドスクエア１Ｆにお越しのうえ、East側エレベーターにて17階までお越しください。
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